
【表紙】 

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月26日 

【事業年度】 第62期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

【会社名】 日本証券代行株式会社 

【英訳名】 JAPAN SECURITIES AGENTS,LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  森谷 敬 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

【電話番号】 ０３（３６６８）９２１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長  竹下 叔孝 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

【電話番号】 ０３（３６６８）９２１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役総合企画部長  竹下 叔孝 

【縦覧に供する場所】 日本証券代行株式会社大阪支店 

（大阪市中央区高麗橋二丁目６番10号） 

日本証券代行株式会社名古屋支店 

（名古屋市中区栄三丁目３番17号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目8番16号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目３番17号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等を含んでおりません。 

２．第59期より、１株当たり当期純利益金額（又は損失）の算出にあたっては、「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第58期、第59期、第61期および第62期の株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

５．第59期は、決算期の変更により平成14年12月１日から、平成15年３月31日までの４ヶ月間となっておりま

す。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

営業収益 (百万円) 12,273 10,121 3,194 10,055 11,078 10,202 

経常利益又は経常

損失（△） 
(百万円) 1,552 △1,000 △471 △1,854 △2,414 △1,854 

当期純利益又は当

期純損失（△) 
(百万円) 1,530 △392 △948 331 △1,861 △3,525 

純資産額 (百万円) 24,441 23,883 22,663 25,758 24,352 23,866 

総資産額 (百万円) 32,635 29,186 27,684 32,337 37,200 43,663 

１株当たり純資産

額 
(円) 2,484.44 2,428.04 2,304.02 2,618.79 2,476.16 2,427.98 

１株当たり当期純

利益金額又は当期

純損失金額（△） 

(円) 155.98 △39.86 △96.42 33.67 △189.27 △358.59 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

(円) － － － － － － 

自己資本比率 (％) 74.9 81.8 81.9 79.7 65.5 54.7 

自己資本利益率 (％) 6.7 △1.6 △4.1 1.4 △7.4 △14.6 

株価収益率 (倍) 6.1 － － 23.9 － － 

営業活動によるキ

ャッシュ・フロー 
(百万円) 2,026 △1,883 385 △542 △752 △1,696 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 
(百万円) 171 △1,066 △254 △1,380 △1,903 △591 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー 
(百万円) △98 △974 △87 △43 △99 133 

現金および現金同

等物の期末残高 
(百万円) 16,207 12,283 12,327 10,417 7,662 5,508 

従業員数 

[外、平均臨時雇用

者数] 

(人)
385 

(746)

365 

(723)

354 

(656)

336 

(593)

320 

(629)

306 

(486)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等を含んでおりません。 

２．第59期より、１株当たり当期純利益金額（又は損失）の算出にあたっては、「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第58期、第59期、第61期および第62期の株価収益率および配当性向については、１株当たり当期純損失が計

上されているため記載しておりません。 

５．第59期は、決算期の変更により平成14年12月１日から、平成15年３月31日までの４ヶ月間となっておりま

す。 

６．自己資本規制比率は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」（平成13年

内閣府令第23号）の定めにより、決算数値を基に算出しております。 

７．第62期の従業員数が前期末に比較して減少しておりますのは、子会社の活用を図るため、子会社へ出向させ

たことによるものであります。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

営業収益 (百万円) 11,706 9,641 3,055 9,802 10,527 9,572 

経常利益又は経常

損失（△） 
(百万円) 1,449 △1,098 △498 △1,910 △2,387 △2,005 

当期純利益又は当

期純損失（△) 
(百万円) 1,471 △443 △966 275 △1,804 △3,604 

資本金 (百万円) 500 500 500 500 500 500 

発行済株式総数  (千株) 9,838 9,838 9,838 9,838 9,838 9,838 

純資産額 (百万円) 23,718 23,117 21,887 25,664 24,309 23,726 

総資産額 (百万円) 31,786 28,365 26,859 32,227 37,127 43,402 

１株当たり純資産

額 
(円) 2,411.01 2,350.09 2,225.04 2,609.27 2,471.75 2,413.69 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中

間配当額) 

(円)
10.00 

(－)

10.00 

(－)

3.35 

(－)

10.00 

(－)

10.0 

(－)

10.0 

(－)

１株当たり当期純

利益金額又は当期

純損失金額（△） 

(円) 149.98 △45.12 △98.29 28.05 △183.46 △366.55 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

(円) － － － － － － 

自己資本比率 (％) 74.6 81.5 81.5 79.6 65.5 54.7 

自己資本利益率 (％) 6.6 △1.9 △4.3 1.2 △7.2 △15.0 

株価収益率 (倍) 6.3 － － 28.7 － － 

配当性向 (％) 6.7 － － 35.7 － － 

自己資本規制比率 (％) － － 411.8 359.8 266.3 269.2 

従業員数 

[外、平均臨時雇用

者数] 

(人)
373 

(700)

354 

(693)

343 

(628)

335 

(591)

288 

(586)

193 

(292)



２【沿革】 

年月 沿革 

  昭和25年９月13日「証券処理調整協議会」（S.C.L.C）の職員・事務所を引き継ぎ「証券代行株

式会社」（資本金100万円）を設立し、株式名義書換の取次・代金取立等の証券関連事務の代行

業務を開始。 

これが当社の創立である。 

昭和 

26年２月 貸付業務（株式受渡代金の立替）を開始。 

28年４月 大阪・名古屋において店頭取引銘柄となる。 

31年５月 名義書換代理人業務を開始。 

32年６月 社名を「日本証券代行株式会社」と改称。 

34年３月 名義書換代理人業務で業界首位となる。 

36年10月 大阪・名古屋両証券取引所市場第二部に上場。 

37年12月 中央信託銀行株式会社発足にともない名義書換代理人業務を営業譲渡。 

38年６月 都市内・近接地間受渡業務を開始。 

38年12月 隔地間受渡業務を開始。 

39年３月 有価証券保管業務を開始。 

41年４月 担保有価証券の代理保管業務を開始。 

43年８月 精査業務を開始。 

44年９月 外国金融機関との取引を開始。 

45年10月 外国投資家の常任代理人関連の保管・受渡業務を開始。 

46年３月 証券界の要望により名義書換代理人業務を再開。 

46年９月 配送部門を分離し、株式会社証券配送センター（資本金1,000万円）を設立。 

47年７月 外国証券会社との取引を開始。 

48年10月 総合ビジネス株式会社（資本金1,000万円）を設立。 

51年７月 日本店頭証券株式会社の受渡決済事務を全面的に受託。 

54年７月 名義書換代理人業務に漢字ラインプリンターシステムを導入。 

59年３月 名義書換代理人業務の総合オンラインシステムを完成。 

61年５月 外国証券会社の取引所決済業務を開始。 

平成 

３年９月 保管振替制度対応システム（スカイシステム）を完成。 

５年９月 証券会社の証券管理事務包括受託を開始。 

８年９月 証券投資信託委託会社、投資顧問会社より受益証券管理業務を受託。 

９年４月 内外の銀行・証券会社より国債登録変更請求書の集中受渡事務を受託。 

10年10月 銀行・生損保等の金融機関の投信窓口販売開始にともなう受益証券管理業務を受託。 

12年５月 証券総合オンラインシステム（DINES）を導入し、証券業務に係る計算および情報処理サービス

事業に進出。 

12年12月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

15年１月 証券業の登録を受け、有価証券等清算取次ぎ業務を開始。 

15年４月 株式会社証券配送センターを吸収合併。 

15年７月 

16年５月 

17年10月 

グリーンシート銘柄の私設取引システム（PTS）運営業務を開始。 

証券取引所の取引参加資格を取得し、有価証券売買の取次ぎ業務を開始。 

証券共同事務センター設立。総合ビジネス株式会社の商号を「日本証券共同事務センター株式会

社」に変更。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社、子会社１社（連結子会社）、関連会社２社（持分法適用関

連会社）およびその他の関係会社１社により構成されております。また、当社は、その他の関係会社である日本証券

金融株式会社を中核とする日本証券金融グループに属するグループ会社でもあります。 

 その位置づけを図示いたしますと次のとおりであります。 

 ※日本証券共同事務センター㈱は、平成17年５月27日付で、総合ビジネス㈱から商号変更しております。 

 当社グループが営む業務は次のとおりであります。 

（日本証券代行株式会社） 

 会社法第123条に規定された株主名簿管理人として株式発行会社の株式事務全般を代行する証券代行業務（※注）

をはじめ、金融機関や一般投資家等の委託を受けて、株式の名義書換請求の取次業務を行うほか、有価証券の受渡・

保管・出納等に係る事務、あるいは、これらを包括した証券管理業務、ならびに証券業に係る計算・情報処理業務等

などの証券関連業務全般の事務サービスを金融機関等に総合的に提供する事務代行会社であります。 

 また、平成15年１月６日には関東財務局より証券業の登録を受け、有価証券等清算取次ぎ業務を開始し、同年７月

には金融庁の認可のもと、グリーンシート銘柄の私設取引システム（PTS）運営業務を、平成16年５月からは有価証

券売買の取次ぎ業務を開始するなど、証券会社のニーズを捉え、サービスの充実を図るため証券業を開始しておりま

す。 

※会社法（平成17年７月26日公布 平成17年法律第86号）の施行にともない、従来の名義書換代理人業務から証券代

行業務に名称を変更しております。 

（日本証券共同事務センター株式会社） 

 証券総合システムの開発・運用管理、各種事務の代行業務および不動産の管理等を行っております。 

 当社は、平成17年5月27日、東洋証券㈱および水戸証券㈱との三社間で、広く証券業界の共通プラットフォームと

して、証券業務に関するシステムサービスと関連事務サービスとを一体の形で提供する「証券共同事務センター」創

設に関する業務提携を行い、当社および同社がこれらサービスを提供する運営主体となりました。これにともない、

同日付で、同社は総合ビジネス株式会社から日本証券共同事務センター株式会社に商号変更するとともに、事業提携

の一環として同年7月25日付で第三者割当による新株式発行を実施し、資本金を1億円から4億円に増資しておりま

す。これにより、当社の同社に対する所有割合（議決権比率）は100％から75.8％となっております。 



（日本ＴＡソリューション株式会社） 

 証券代行システムの開発・運営および同システムを活用した委託会社・株主のデータ処理業務の受託などを行って

おります。 

 当社は、同社の株式を20％（議決権比率）所有しております。 

（新潟証券株式会社） 

 証券業を行っております。 

 当社は、同社の株式を21.4％（議決権比率）所有しております。なお、当社は同社を平成17年３月期より、持分法

適用会社としております。 

（日本証券金融株式会社） 

 証券取引法に規定する証券金融事業を営む会社で、貸借取引、公社債貸付、一般貸付、債券貸借および貸株業務な

どにより、証券会社や個人投資家、機関投資家に対して、金銭または有価証券を貸付けております。 

 同社は、当社の株式の41.1％（議決権比率）を所有しております。 

 なお、当社は同社から証券代行業務等を受託するとともに、同社より信用取引に係る借入を行っております。ま

た、同社は東京証券取引所に上場しております 

 当社グループ事業を事業の実態から区分いたしますと、発行会社の株主管理等を行う「証券代行業務（旧名義書換

代理人業）」と証券業およびその周辺の管理業をまとめた「証券事務管理業」のセグメントに分類されます。 

 それぞれの事業内容は、次のとおりであります。 

［証券代行業務］ 

 証券代行業務 

 会社法第123条に規定された株主名簿管理人として、株式発行会社の株式事務全般を代行する業務であります。 

［証券事務管理業］ 

(1）名義書換取次業務 

 証券会社、金融機関、一般投資家等の依頼により、株式の名義書換等請求事務およびこれに付帯する事務を代

行する業務であります。 

(2）精査業務 

 信託銀行等株主名簿管理人および株式発行会社の依頼により、名義書換等請求株券とその付随書類の照合・精

査事務およびこれに付帯する事務を代行する業務であります。 

(3）有価証券受渡業務 

 証券会社、事業会社等の依頼により、その本支店間あるいは取引先との間の有価証券の受渡を代行する業務で

あります。 

(4）有価証券保管業務 

 証券会社、金融機関等の依頼により、有価証券の保管およびこれに付帯する受払等の事務を代行する業務であ

ります。 

(5）清算業務 

 証券会社の証券取引所等における有価証券の売買取引にともなう受渡決済に係る事務を代行する業務でありま

す。 

(6）計算・情報処理業務 

 証券会社の依頼により、コンピュータシステムを利用して証券業務に係る計算事務および情報の処理を代行す

る業務であります。 

(7）有価証券等清算取次ぎ業務 

 証券会社の依頼により、統一清算機関制度における他社清算参加者として、証券会社の清算業務を纏めて行う

業務であります。 



(8)有価証券の売買取次ぎ業務 

 証券会社の依頼により、証券会社に代わって証券取引所等における有価証券売買を執行する業務であります。

(9)私設取引システム（ＰＴＳ）運営業務 

 グリーンシート銘柄の株式等の注文の付合わせを行う私設取引システムの運営業務であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．日本証券共同事務センター㈱は、平成17年５月27日付で総合ビジネス㈱から商号変更するとともに、同年７

月25日付で第三者割当てによる新株式発行を実施し、資本金を１億円から４億円に増資しております。これに

より、当社の議決権比率は100％から75.8％になっております。なお、同社は特定子会社に該当いたします。 

２．有価証券報告書の提出会社であります。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数については、（ ）内に年間の平均人員を外書しております。 

     なお、臨時従業員数の中には嘱託202人を含んでおります。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有(被所有)割
合 

関係内容 
所有割合 
（％） 

被所有割合 
（％） 

（連結子会社）       

日本証券共同事務セ

ンター㈱ 

(注)１ 

東京都中央区 400 

証券総合システム

の開発・運用管

理、証券代行業務

および証券事務管

理業務等に係る各

種事務代行、不動

産の管理 

75.8 － 

○役員の兼任等…兼任８名 

○証券総合システムの開発・運用

を委託 

○証券事務管理業務等に係る各種

事務を委託 

○事務室を賃借 

（持分法適用関連会社)       

日本ＴＡソリューシ

ョン㈱ 
東京都府中市 2,005 

証券代行システム

の開発・運営およ

び証券代行業務に

係る各種事務代行 

20.0 － 

○役員の兼任等…兼任１名 

○証券代行システムの開発・運営

を委託 

○証券代行業務に係る各種事務を

委託 

（持分法適用関連会社)       

新潟証券㈱ 新潟県長岡市 600 証券業 21.4 0.25 

○役員の兼任等…兼任１名 

○東京証券取引所における売買注

文を委託 

○計算・情報処理業務を受託 

（その他の関係会社）       

日本証券金融㈱ 

(注)２ 
東京都中央区 10,000 

金銭の貸付業務お

よび有価証券の貸

付業務 

－ 41.1 

○役員の兼任等…兼任１名 

転任１名 

○名義書換代理人業務を受託 

○信用取引に係る借入 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 事業部門の名称 従業員数（人） 

名義書換代理人業 名義書換代理人部門 66（ 36）  

証券事務管理業 

名義書換取次部門 13（ 38）  

有価証券受渡部門 12（ 93）  

有価証券保管部門 82（194）  

システム部門 26（ 10）  

証券部門 15（  1）  

その他部門 62（100）  

全社（共通） － 30（ 14）  

合計 306（486）  



(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、嘱託および臨時従業員数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．従業員数が前期末に比較して減少しておりますのは、子会社の活用を図るため、子会社へ出向させたことに

よるものであります。 

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。また、その算定にあたっては、休職者等を除外

しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループ（当社および連結子会社、以下同じ）には労働組合は組織されておらず、また、労使間に紛争が生

じたことはありません。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

193（292）     39才 １ヶ月    11年 ９ヶ月 5,632 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の拡大を背景に、民間設備投資や個人消費も増勢を強めるな

ど、本格的な景気回復に繋がる状況で推移いたしました。 

この間、証券業界では、証券決済制度改革が着実に進展してきております。先ず、改革の基本となる法制面の動

きとして「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」が

平成16年６月に公布され、これにより、わが国における有価証券の不発行化、いわゆる電子化に関する統一的な法

制度が整備されました。この有価証券の電子化法制に基づく振替決済制度の構築は、既に、平成15年に国債が始ま

り、同年３月には短期社債が稼動、一般債も本年１月10日に開始されております。また今後は、平成19年１月に投

信のスタートが予定されているほか、上場会社の株式については、平成21年６月までに株券電子化に一斉移行する

ことになっております。 

こうした環境の変化は、当社グループのこれまでのビジネスモデルに変革を迫るものでありますが、当社グルー

プでは、ここ数年来これを新たなビジネスチャンスと捉え、事業の再構築に取り組んでまいりました。 

名義書換代理人部門においては、本年５月施行の会社法や株券電子化にともなう業務フローの変化や同業他社と

の競合激化に対応するため、事務の効率化と競争力の強化が不可欠との観点から、住友信託銀行㈱との共同出資に

より、証券代行システムの開発・運営およびデータ処理業務を行う、日本ＴＡソリューション㈱を設立し、平成16

年８月から業界最先端の証券代行システム「ＮＥＯ－ＣＡＲＯＬ」を利用したサービス提供を開始しており、高度

化・多様化する顧客ニーズに、正確かつ迅速に応えるとともに、一段と効率的な事務処理体制を確立しておりま

す。 

一方、証券事務管理部門においては、一連の有価証券の電子化法制に対応すべく、これまでの現物有価証券のハ

ンドリングをベースとする証券会社・銀行等金融機関などの「共同金庫」から、金融機関などの事務全般を担う

「共同事務センター」への衣替えを図ってまいりましたが、昨年５月には、東洋証券㈱および水戸証券㈱との間

で、広く証券業界の共通プラットフォームとして、金融機関などの営業基盤強化に資する「証券共同事務センター

創設に関する事業提携」について合意し、当社および当社子会社「日本証券共同事務センター㈱」が、証券業界共

通で利用可能なシステムサービス（証券総合システム）と関連事務サービス（標準的事務サービス）を一体の形で

提供する体制整備を推し進めてまいりました。  

こうした状況のもと、証券業務、計算情報処理業務、証券共同事務センターにおけるＢＰＯサービス等を中心に

活発な営業活動を展開してまいりましたが、株券電子化に向けた㈱証券保管振替機構への株券の預託が進捗し当該

株券に関する事務取扱量が減少したことに加え、名義書換代理人業務における管理株主数の減少により、当連結会

計年度の営業収益は102億２百万円（前連結会計年度比7.9％減）となりました。   

損益面につきましては、人員の採用抑制や事務室の集約等による経費削減を進めましたが、一方で、証券業界の

共通プラットフォームとして機能する「証券共同事務センター」の体制整備に関する費用が発生したことから、経

常損益は18億54百万円の損失（前連結会計年度は24億14百万円の損失）となりました。    

また、当期純損益は、資産の有効活用の観点から投資有価証券の一部を売却し投資有価証券売却益（52億55百万

円）を特別利益に計上したものの、「証券共同事務センター」における証券業務の新たな基盤となる次期証券総合

システム「ＮＥＯ－ＤＩＮＥＳ」の開発が本格化し来期を目処に稼動予定のため、既存システム「ＤＩＮＥＳ」に

ついて「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し減損処理（減損処理額58億54百万円）を実施したこと、また、

税効果会計における繰延税金資産（８億25百万円）を取り崩したことから、35億25百万円の純損失（前連結会計年

度は18億61百万円の純損失）となりました。  



(2）セグメント別概況 

 各セグメント別収益状況は次のとおりであります。 

○名義書換代理人業 

 名義書換代理人部門におきましては、業界最先端の証券代行システム「ＮＥＯ－ＣＡＲＯＬ」による高性能シス

テムの提供に加え、法務・実務コンサルティング、株主総会支援サービス、株式公開支援サービス、ＩＲコンサル

ティング等を含めた総合的なサービス提供の営業を進めてまいりましたが、管理株主数が減少したことから、営業

収益は22億32百万円（前連結会計年度比20.6％減）となりました。 

○証券事務管理業 

証券事務管理部門におきましては、㈱証券保管振替機構への有価証券の預託が進捗し、事務取扱量が減少するな

か、売買執行から計算情報処理、清算執行、有価証券の保管・受渡に至るまでの一連の証券事務サービスを証券会

社に提供するとともに、証券共同事務センターにおけるＢＰＯサービス等の営業に注力してまいりました結果、営

業収益は79億70百万円（同3.6％減）となりました。 

(3)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ21億53百万円（△28.1％）減少し、55億８百万円となりました。 

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における営業活動による資金は、税金等調整前当期純損失25億92百万円の計上、営業債務3億56

百万円等の増加により、16億96百万円の減少となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における投資活動による資金は、投資有価証券の取得および売却に加え、無形固定資産(ソフト

ウェア)取得に係る未払金等の支払いにより、５億91百万円の減少となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当連結会計年度における財務活動による資金は、配当金等の支払等を行ったものの、子会社の株式発行による収

入が2億40百万円あったことから、1億33百万円の増加となりました。 

区分 前連結会計年度 当連結会計年度  前連結会計年度比 

名義書換代理人業（百万円） 2,812 2,232 20.6％減

  名義書換代理人業務（百万円） 2,749 2,143 22.1％減

  その他の業務（百万円） 63 89 41.9％増

証券事務管理業（百万円） 8,265 7,970 3.6％減

  名義書換取次業務（百万円） 1,165 1,087 6.7％減

  精査業務（百万円） 962 619 35.6％減

  有価証券受渡業務（百万円） 1,270 1,122 11.7％減

  有価証券保管業務（百万円） 2,219 1,947 12.3％減

  清算業務（百万円） 649 654 0.7％増

  計算・情報処理業務（百万円） 639 696 8.8％増

  証券業務（百万円） 91 286 212.6％増

  その他の業務（百万円） 1,266 1,555 22.8％増

営業収益合計（百万円） 11,078 10,202 7.9％減



２【対処すべき課題】 

証券界では、証券決済制度改革が進められ、３年後の平成21年６月までには証券決済制度改革の集大成というべき

「株券の電子化」を迎えようとしております。  

この株券の電子化をはじめとする、一連の有価証券の電子化は、「アナログ」から「デジタル」への変革であり、

当社グループではこのデジタル時代にふさわしい形で、新しい時代のニーズにあった事務サービス、システムサービ

ス、そして事務とシステムを一体にしたトータルサービス（いわゆるＢＰＯサービス）を証券会社・銀行等の金融機

関、あるいは証券業務に携わる関係者の皆様にご提供すべく、ノウハウの集積と体制確立に取り組んでまいりまし

た。 

具体的には、証券代行部門においては、業務運営の効率化と競争力の強化のため、住友信託銀行㈱との提携によ

り、証券代行システムの開発・運営およびデータ処理業務を行う、日本ＴＡソリューション㈱を設立し、単なるシス

テムの共同開発に止まらない、ビジネスモデルを確立いたしました。これにより、平成16年８月からは、業界最先端

の証券代行システム「ＮＥＯ－ＣＡＲＯＬ」を利用した高性能システムを提供しており、法務・実務コンサルティン

グ、株主総会支援、株式公開支援、ＩＲコンサルティング等を含めた従来のサービスのほか、インターネットを活用

したＷｅｂ照会サービスも提供しております。今後も、高度化・多様化する顧客ニーズに、より積極的にお応えし、

正確かつ迅速な事務処理、きめ細かなサービス提供を第一に、事業を展開してまいります。 

一方、証券事務管理部門においては、証券業界の変革の進行と顧客ニーズが多様化するなか、証券会社のミドルか

らバックまでの業務全般を担う「共同事務センター化」のニーズにお応えするとともに、時代を先取りした事務・業

務ソリューションを提供することを目的として、「証券共同事務センター」を創設しました。この証券共同事務セン

ターにおいては、証券業界で広く利用可能な証券総合システムと標準的事務サービスの開発と確立を行い、併せて金

融機関などの経営効率化や顧客サービスの向上に適う形に業務プロセスを再設計したうえで、ＩＴサービスと一体化

した最良の業務支援サービス（ＢＰＯサービス）を提供いたします。これらの当社グループの事業の展開は、証券会

社や銀行等金融機関などの事務の合理化やコスト削減効果を一層顕著にするものでありますので、こうした顧客ニー

ズを的確に捉え、鋭意営業活動を推進してまいります。 

このように当社グループといたしましては、業界を取り巻く環境の変化や顧客ニーズの変化を先取りし、株式発行

市場におけるサービス（証券代行業務）と証券流通市場におけるサービス（証券事務管理業務）を提供してまいりま

したが、今後につきましても、「有価証券の発行市場と流通市場を統合的に繋ぐ掛け橋」になるとの使命をより認識

し、証券会社・銀行等の金融機関および一般事業会社などの幅広いニーズに積極的に対応することにより早期の業績

回復を図ってまいる所存であります。  

また、当社は、日本電子計算㈱との経営統合に関し、平成18年５月16日に開催したそれぞれの取締役会において、

株主総会の承認決議等所要の手続を経た上で、平成18年10月１日を期日（予定）として、株式移転により共同持株会

社「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」を設立することを決議いたしました。今後は、両社が持つ経営資源を効果

的に集約し、時代の要請に機動的かつ弾力的に対応できる強い企業体質を築き、ＩＴと事務の分野で培った深い業務

知識、お互いの持つ強みを活かし、統合によるシナジー効果を最大限に発揮し、お客様が最高水準のソリューショ

ン・サービスをご享受いただけるよう、ソリューションプロバイダー企業として発展するべく努力してまいりま

す。    



３【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。  

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。  

(1) 証券市場の改革促進の影響について 

平成16年６月に「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する

法律」が公布され、５年以内（平成21年６月まで）に、上場会社の株式は一律に電子化（ペーパーレス化）される

こととなりました。当社グループはこれに備え、従来から証券事務全般を総合的に担う「共同事務センター」への

衣替えを図り、今般、「日本証券共同事務センター株式会社」を創設するに至りました。今後、新総合証券システ

ムの開発や標準的な事務の構築を行って参りますが、その進捗状況によっては、当社グループの経営成績に影響を

与える可能性があります。 

(2)競合等の影響について 

当社グループの主力事業である、証券代行業務は会社法第123条に規定された株主名簿管理人として株式発行会

社の株式事務全般を代行する業務であり、当該業務を営む信託銀行等と競合関係にあります。法務・実務コンサル

ティング、株主総会支援、株式公開支援、ＩＲコンサルティング等を含めた従来のきめ細かなサービスや徹底した

コスト削減など、競争力の確保に努めてはおりますが、この競合他社との競争が激化し、相対的に自社の競争力が

低下した場合には当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(3)システムトラブルについて 

当社グループの事業の中には、コンピュータシステムを利用・提供しているものがあり、自然災害や事故等によ

って、通信ネットワークが切断されたり、ハードウェアが故障した場合は、営業が一時的に不可能となる可能性が

あります。このように基幹システム等に障害が発生した場合には、当社グループに直接的な障害が生じる恐れがあ

り、また、提供するシステムの作動不能や欠陥等により取引機会が消失した場合には、システム自体の信頼性の低

下を招きかねず、当社グループの経営成績および今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(4)法的規制の変更について 

当社グループが行う事業に適用される法令等は、社会情勢の変化等に応じて今後も適宜、改正ないし解釈の変更

等が行われる可能性があります。その場合には当社グループの経営成績および今後の事業展開に影響を与える可能

性があります。 

(5)信用取引について 

信用取引においては、顧客への信用供与が発生し、市況の変動によって顧客の信用リスクが顕在化する可能性が

あります。株式相場の変動等により、担保となっている有価証券の価値が低下した場合など、各顧客に追加で担保

の差し入れを求める場合がありますが、顧客が追加担保の差し入れに応じない場合には、契約により担保となって

いる代用証券を処分することとなり、株式相場が急激に変動した場合など、顧客への信用取引貸付金を十分回収で

きない可能性もあり、その場合には当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(6)個人情報の管理について 

当社グループは、個人情報を適切に保護することを企業の重要な社会的使命と認識し、情報主体の権利の保護、

個人情報に関する法規制および証券関連法令等を、全役職員が遵守し、コンプライアンス・プログラムの構築・推

進により、個人情報保護マネジメント・システムの継続的な改善に全社を挙げて取り組んでおります。具体的に

は、個人情報の安全管理体制強化のため、組織的安全管理措置、人的安全管理措置、技術的安全管理措置等を整備

いたしました。しかしながら、万一、顧客情報等の個人情報の流失があった場合には、当社グループの経営成績に

影響を与える可能性があります。  



４【経営上の重要な契約等】 

日本電子計算株式会社との共同持株会社設立による経営統合 

 当社は、平成18年５月16日開催の取締役会において、日本電子計算株式会社と「株式移転計画書」を締結し、

共同持株会社「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」（英文名：ＪＢＩＳ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ，Ｉｎｃ．）を設

立する決議を行いました。 

この共同持株会社設立に関しましては、平成18年６月23日開催の第62回定時株主総会において承認されており、

今後、平成18年10月１日を期日（予定）として、株式移転の方法により完全親会社となる共同持株会社「株式会

社ＪＢＩＳホールディングス」を設立し、両社がその完全子会社になります。 

なお、株式移転の内容、共同持株会社の概要、日本電子計算株式会社の概要等につきましては、「第５ 経理の

状況 １連結財務諸表等 （1）連結財務諸表（重要な後発事象）」および「第５ 経理の状況 ２財務諸表等

（1）財務諸表（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



６【財政状態および経営成績の分析】 

(1)財政状態の分析 

(流動資産) 

当連結会計年度における流動資産の残高は、22億59百万円増加して、176億4百万円となりました。ソフトウェア

構築の資金として、「現金および預金」が21億54百万円減少し、53億15百万円となったこと、ならびに、信用取引

に係る「信用取引資産」が45億89百万円増加したことが主な要因であります。 

(固定資産) 

当連結会計年度における固定資産の残高は、42億3百万円増加して、260億59百万円となりました。「固定資産の

減損に係る会計基準」を適用し、無形固定資産「ソフトウエア」52億52百万円が減少し、有形固定資産の「器具お

よび備品」が２億15百万円、「建物」が75百万円および「その他」64百万円が減少した一方、投資その他の資産の

「投資有価証券」が93億84百万円増加して、220億98百万円となったことが主な要因であります。 

(流動負債) 

当連結会計年度における流動負債の残高は、38億46百万円増加して、125億20百万円となりました。ソフトウエ

ア構築にともなう未払金残高の減少により、「未払金」が６億98百万円減少して７億99百万円となりましたが、一

方で信用取引に係る「信用取引負債」が44億70百万円増加し、98億76百万円になったことが主な要因であります。

 (固定負債) 

当連結会計年度における固定負債の残高は、28億30百万円増加して、70億２百万円となりました。時価会計にと

もなう有価証券の評価差額金により、「繰延税金負債」が29億３百万円増加して、54億59百万円になったことが主

な要因であります。 

 (2)キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ21億53百万円（△28.1％）減少し、55億８百万円となりました。 

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は次のとおりであります。 

営業活動による資金は、税金等調整前当期純損失25億92百万円の計上、営業債務3億56百万円等の増加により、

16億96百万円の減少となりました。 

投資活動による資金は、投資有価証券の取得および売却に加え、無形固定資産(ソフトウェア)の取得に係る未

払金等の支出により、5億91百万円の減少となりました。 

財務活動による資金は、配当金等の支払いをおこなったものの、子会社の株式発行による収入が2億40百万円あ

ったことから、1億33百万円の増加となりました。 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 

(注) 株主資本比率：株主資本 / 総資産 

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額 / 総資産 

   債務償還年数：有利子負債 / 営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー / 利払い 

1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 

3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。 

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  
前連結会計年度 
(17.3.31) 

当連結会計年度 
(18.3.31) 

株 主 資 本 比 率   (％) 65.5 54.7 

時価ベースの株主資本比率  (％) 19.2 23.9 

債 務 償 還 年 数   (年) － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － 



(3)経営成績の分析 

当連結会計年度における営業収益は102億２百万円となりました。営業費用および一般管理費は、引き続き人員

の採用抑制や効率配置等により人件費の削減を図るとともに、賃借料を含む物件費の削減にも鋭意努力してまいり

ましたが、証券業界の共通プラットフォームとして機能する「証券共同事務センター」の体制整備に関する費用が

発生したことから124億９百万円となり、この結果、営業損失は22億７百万円、経常損失は18億54百万円となりま

した。特別利益については、投資有価証券の売却による「投資有価証券売却益」52億55百万円などから52億65百万

円となり、特別損失は「証券共同事務センター」における証券業務の新たな基盤となる次期総合証券システム「Ｎ

ＥＯ－ＤＩＮＥＳ」の開発が本格化し、来期を目処に稼動予定のため、既存システム「ＤＩＮＥＳ」について「固

定資産の減損に係る会計基準」を適用し減損処理（減損処理額58億54百万円）を実施したことから60億3百万円と

なりました。この結果、税金等調整前当期純損益は25億92百万円の純損失に、また、これから税効果会計における

繰延税金資産（８億25百万円）を取り崩したことから、当期純損益は35億25百万円の純損失となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、株券の電子化をはじめとする一連の有価証券の電子化に対する新しい時代のニーズにあった

事務サービス、システムサービス、ならびに事務とシステムを一体にしたトータルサービスを金融機関のみならず

所見業務に携わる関係者全般に提供することを目標に取り組んでおり、そのための設備とシステムに対して投資を

行っております。 

 当会計年度は、証券事務管理業において、新たな制度改革に係る新しいサービス提供のためのシステム開発やト

ータルサービス提供のための体制整備・拡充のために10億93百万円（うち、ソフトウェア10億23百万円）を投資い

たしました。 

 なお、所要資金については、いずれの投資も自己資金を充当しております。 

 また、維持管理コスト削減のため、従業員社宅用に所有していた土地建物の一部（帳簿価額６百万円）を売却し

ております。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1)提出会社 

（平成18年３月31日現在）

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は電話加入権等であります。 

２．上記中、[ ]内の数字は賃借中の事務室面積(㎡)であり、本賃借物件については、平成18年３月31日現在

902百万円の敷金および保証金を差入れており、その主要なものは次のとおりであります。 

また、本賃借物件中 899㎡は連結子会社の日本証券共同事務センター㈱より転借しており、平成18年３月31

日現在 24百万円の敷金を差入れております。 

３．従業員数の（ ）は、嘱託および臨時従業員の年間平均人員の数を外書しております。 

４．上記のほか、リース契約による設備の賃借をしており、今期支払リース料総額は 523百万円で、その主な賃

借設備は次のとおりであります。 

（平成18年３月31日現在）

 （注）  上記はすべて所有権移転以外のファイナンス・リースであります。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
(名) 建物およ

び構築物 
器具およ
び備品 

土地 
(面積㎡) 

ソフトウ
ェア 

その他 合計 

本店 

（東京都中央区) 

名義書換代

理人業 
業務用設備 

ー  

［642］
13 － 17 1 32 

39 

（9） 

本店 

（東京都中央区ほか) 

証券事務管

理業 
業務用設備 

4  

[15,203] 
158 － 1,333 45 1,541 

122 

 （199） 

大阪支店 

（大阪市中央区) 

証券事務管

理業 
業務用設備 

－  

[442] 
0 － － 0 1 

11 

（22） 

名古屋支店 

（名古屋市中区) 

証券事務管

理業 
業務用設備 

－  

[310] 
0 － － 0 1 

8 

 （15） 

その他支店 

（福岡市中央区ほか) 

証券事務管

理業 
業務用設備 

－  

[848] 
2 － － 0 3 

13 

 （46） 

福利厚生施設 

（神奈川県足柄下郡ほ

か) 

－ 
福利厚生設

備 
5 0 

102 

(3,051)
－ 0 108 

0 

1 

（事業所名） （賃借先） （敷金・保証金差入額） 

本店・名義書換代理人業 ㈱サンアップ   ほか １口 52百万円 

本店・証券事務管理業 日本ビルディング㈱ほか ７口 791百万円 

大阪支店 ㈱清林社 23百万円 

事業所名 
事業の種類別セグ

メントの名称 
名称 

リース期間 

（年） 

年間リース料 

（百万円） 

リース契約残高 

（百万円） 

 本店 

 （東京都中央区） 

 名義書換代理人

業  

 コンピュータ機

器  
4 8 3

 本店 

 （東京都江東区） 
 証券事務管理業  

 コンピュータ機

器  
4 70 93

 大阪支店  証券事務管理業   複合機  4 0 0



(2)国内子会社 

（平成18年３月31日現在）

（注）１．建物欄の [ ] は賃借事務室面積（㎡）であり、㈱山重に 95百万円、中央三井信託銀行㈱に 52百万円の敷

金を差入れております。 

また、提出会社より 2,628㎡を転借しており、220百万円の敷金を差入れております。 

２．従業員数の（ ）は、嘱託および臨時従業員の年間平均人員の数を外書しております。 

  

(3)在外子会社 

 該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループでは、金融機関や一般事業会社に対して提供するサービスの拡充のため、システムの開発を中心と

した投資を予定しております。  

名義書換代理人業においては、委託会社向けにより広範なサービス提供を行うため、35百万円（うちソフトウェ

ア30百万円）の投資を予定しております。  

証券事務管理業においては、振替決済制度等の新たな制度改革に対応したサービスを提供するため、システムの

開発に取り組むこととし、ソフトウェア１億70百万円の投資を予定しております。 

会社名 

事業所名 

（所在

地） 

事業の内

容 

設備の内

容 
帳簿価格（百万円） 

従業員数

（名） 

     
建物およ

び構築物 

 器具およ

び備品 

 土地（面

積㎡） 

 ソフトウ

ェア 
 その他  合計  

 日本証券

共同事務

センター

㈱ 

 本店（東

京都中央

区） 

 不動産管

理業務の

代行業務

ほか 

 業務系設

備 

410

[7,458]
18

－

(－)
0 0 429 

113

(194)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合にはこれに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 利益による株式消却 

(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式8,239株は、16単元を「個人その他」に、239株を「単元未満株式の状況」に含めて記載しておりま

す。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 19,838,000 

計 19,838,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,838,000 9,838,000 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

各市場第二部 

－ 

計 9,838,000 9,838,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成11年10月27日 

（注） 
△162,000 9,838,000 － 500,000 － 1,427 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数500株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府および

地方公共団

体 

金融機関 証券会社 
その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  30 60 81 6 1 690 868  － 

所有株式数（単元） －  11,360 2,957 2,759 70 2 2,484 19,632 22,000 

所有株式数の割合

（％） 
－  57.74 15.12 14.03 0.36 0.01 12.74 100 － 



(5)【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 4,035 41.0 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 490 5.0 

株式会社大和証券グループ本社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 450 4.6 

新光証券株式会社  東京都中央区八重洲２丁目４－１ 373 3.8 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 201 2.0 

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５－33 200 2.0 

のぞみ証券株式会社 東京都中央区八丁堀２丁目24－２ 194 2.0 

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 174 1.8 

名証取引参加者協会 名古屋市中区栄３丁目３－17 166 1.7 

ブルドックソース株式会社 東京都中央区日本橋兜町11－５ 151 1.5 

計 － 6,436 65.4 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      8,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  9,808,000 19,616 － 

単元未満株式 普通株式     22,000 － － 

発行済株式総数       9,838,000  － － 

総株主の議決権 － 19,616 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本証券代行㈱ 
東京都中央区日本橋 

茅場町一丁目２番４号 
8,000 －  8,000 0.1 

計 － 8,000 －  8,000 0.1 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

当社の利益分配につきましては、株主に対して継続して安定した配当を行うとともに、貴重品である有価証券を大

量に取扱う重要な立場を勘案し、信用の基盤をさらに強化すべく、内部留保の充実に努めることを基本方針としてお

ります。 

なお、内部留保資金につきましては、新しい業務展開における基盤づくりやシステム投資の資金として有効に活用

してまいります。 

以上の基本方針のもとで当期の配当につきましては、１株につき10円といたしました。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

２．第59期は、決算期の変更により平成14年12月１日から、平成15年３月31日までの４ヶ月となっております。

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成13年11月 平成14年11月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 1,020 990 598 865 879 1,089 

最低（円） 721 509 490 510 607 706 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 980 1,025 967 970 1,030 1,089 

最低（円） 895 910 900 880 930 929 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
  森谷 敬 昭和25年11月28日生 

平成15年７月 日本銀行文書局長 

平成16年６月 当社取締役副社長 

平成18年６月 当社取締役社長（現任） 

平成18年６月 日本証券共同事務センター株式

会社代表取締役社長（現任） 

2 

取締役副社長 

（代表取締役） 
  今田 喜久 昭和24年11月25日生 

平成12年３月 株式会社日本興業銀行証券営業

部長 

平成14年２月 当社取締役代理人部長 

平成15年６月 当社常務取締役 

平成16年６月 当社専務取締役 

平成18年６月 当社取締役副社長（現任） 

平成18年６月 日本証券共同事務センター株式

会社代表取締役副社長（現任） 

3.5 

取締役相談役   遠藤 勝裕 昭和20年６月19日生 

平成８年３月 日本銀行電算情報局長 

平成10年２月 当社取締役副社長 

平成12年２月 当社取締役社長 

平成13年６月 日本証券共同事務センター株式

会社取締役社長 

平成14年９月 日本ＴＡソリューション株式会

社監査役（現任） 

平成16年６月 新潟証券株式会社取締役（現

任） 

平成18年６月 当社取締役相談役（現任） 

6.5 

常務取締役   流郷 憲治 昭和22年３月１日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成８年２月 当社人事部長 

平成12年２月 当社取締役人事部長 

平成14年２月 当社取締役企画室長 

平成14年12月 当社取締役企画室長兼証券決済

部長 

平成15年６月 当社常務取締役（現任） 

2.5 

取締役   松井 豊 昭和21年９月19日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成８年２月 当社証券管理本部部長 

平成12年２月 当社取締役証券管理本部副本部

長 

平成15年４月 当社取締役証券営業部長 

平成15年10月 当社取締役内国証券部長 

平成17年６月 当社取締役内国証券部長・証券

事務部担当 

平成17年６月 日本証券共同事務センター株式

会社取締役（現任） 

平成17年10月 当社取締役営業担当（現任） 

3 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

取締役 
バックオフィス

部長 
染谷 健一 昭和24年２月28日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成11年２月 当社国際証券部長 

平成14年２月 当社取締役国際証券部長 

平成14年10月 当社取締役国際証券部長兼証券

管理第一部長 

平成15年４月 当社取締役外国証券部長 

平成17年６月 日本証券共同事務センター株式

会社取締役（現任） 

平成17年10月 当社取締役バックオフィス部長

（現任） 

2.5 

取締役 総合企画部長 竹下 叔孝 昭和24年10月23日生 

昭和49年４月 当社入社 

平成11年２月 当社企画室副室長 

平成12年１月 当社企画室審議役 

平成15年６月 当社取締役企画室長 

平成17年３月 当社取締役総合企画部長（現

任） 

2 

取締役   能村 邦裕 昭和27年４月９日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年９月 当社人事部副部長 

平成14年２月 当社人事部長兼総務部長 

平成14年４月 当社総務部長 

平成17年６月 当社取締役総務部担当（現任） 

平成17年６月 日本証券共同事務センター株式

会社取締役（現任） 

1 

取締役  証券営業部長 大林 久恭 昭和29年３月15日生 

平成13年３月 新光証券株式会社同業営業部部

長 

平成15年６月 当社企画室副審議役 

平成16年１月 当社証券営業部副部長兼商品管

理部副部長 

平成16年12月 当社証券営業部長 

平成17年６月 当社取締役証券営業部長（現

任） 

1 

取締役   橋本 泰久 昭和26年２月27日生 

平成８年５月 日本銀行那覇支店長 

平成10年５月 同行秘書役 

平成14年２月 同行政策委員会室長 

平成15年５月 同行発券局長 

平成17年６月 日本証券金融株式会社常務取締

役（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役橋本泰久は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

 ２．監査役内藤政昭および奈須野博は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

監査役 

（常勤） 
  夛島 信夫 昭和19年４月３日生 

昭和38年４月 当社入社 

平成６年２月 当社企画室長 

平成８年２月 当社企画室長兼総務部長 

平成９年12月 当社企画室長 

平成10年２月 当社取締役企画室長 

平成12年２月 当社取締役企画室長兼総務部長 

平成14年２月 当社取締役退任 

平成14年２月 総合ビジネス株式会社取締役 

平成15年２月 当社常勤監査役（現任） 

平成15年２月 日本証券共同事務センター株式

会社監査役（現任） 

1 

監査役   内藤 政昭 昭和19年10月20日生 

平成３年10月 新日本証券株式会社総合企画室

部長 

平成５年１月 同社総合企画室総轄部長 

平成７年５月 同社財務部長 

平成８年５月 同社人事部長兼羽田研修センタ

ー所長 

平成９年６月 同社監査役 

平成12年４月 新光証券株式会社監査役 

平成15年２月 当社監査役（現任） 

1.5 

監査役   奈須野 博 昭和25年１月12日生 

平成12年６月 日本証券金融株式会社証券部長 

平成17年６月 同社取締役経理部長（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

－ 

        計 26.5 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

 当社は、経営環境の変化に対して迅速かつ機動的に対応できる経営体制を構築し、企業競争力の強化を図ると

ともに、経営の効率性、透明性を高める観点から、経営の監視体制の充実を重要な経営課題としております。 

 今後も、株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダーの信頼に応えるため、当社に適したコーポレー

ト・ガバナンス体制および内部統制システムを構築してまいります。 

（２）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 ①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度採用会社であり、当事業年度末現在、監査役４名のうち２名が社外監査役でありま

す。当社では、監査役全員が取締役会（月１回開催）に出席するとともに、常勤監査役が役員会（週１回開

催）に出席するなど、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。また、平成15年からは、

業務検査を担当していた検査室を監査部へ昇格させるとともに、同年12月に同部内にコンプライアンス室を

設け、より一層のコンプライアンス体制の強化を図っております。なお、監査部では、監査計画に則り、最

低年１回業務執行部門を監査しております。 

 ②上記の位置づけを図示いたしますと次のとおりであります。 

 ③会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

 当社グループは、業務の有効性・効率性や財務報告の信頼性を確保し、コンプライアンスを徹底するため

に次の内部統制システムを構築しております。 

 1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 (a)当社グループの職務の執行が法令および定款に適合し、かつ社会的責任および企業倫理を果たす

ため、当社グループの全役職員が自主的に実践していく行動指針「日証代グループ企業行動憲章」を

定め、周知徹底している。 

 (b)コンプライアンスに関する一元的な管理体制を確立し、コンプライアンスの徹底を図ることを目

的にコンプライアンス委員会を設置している。 

 (c)役職員等によるコンプライアンス違反行為等に適切に対応することを目的に、社内通報制度を導

入している。 

 (d)内部監査部門（監査部）による法令遵守状況の検査を最低年１回、子会社を含めた全社全部門に

対し実施している。 

 (e)役職員がコンプライアンスを実践していくために、「コンプライアンス研修プログラム」に基づ

くコンプライアンス研修を実施している。 

 (f)コンプライアンスに関する事項について、適宜、取締役会および役員会に対し、コンプライアン

ス委員会もしくは監査部より報告する体制を整備している。 



 2. 取締役の職務の遂行にかかる情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の意思決定または取締役に対する報告に関し、取締役会議事録、役員会議事録、稟議決裁書

等を作成し、「文書保存規則」の定めるところに従い、適切に保存かつ管理している。 

 3. 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

 (a)「リスク管理方針」に則り、リスク管理を統括する機関として、コンプライアンス委員会内に リ

スク管理小委員会を設置している。 

 (b)リスク管理小委員会では、「リスク管理方針」に定める主要なリスク項目について、下位規程およ

びガイドラインの策定を進めている。 

 (c)業務執行部門は、方針、規程に基づき、各部門に関するリスク管理を実践している。 

 4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 (a)意思決定の迅速化を図るため、経営に関する重要な事項を審議するほか、業務執行の状況等を報告

する会議（役員会）を原則毎週１回開催している。 

 (b)経営計画の立案・策定、収支計画の検討、投資案件・要員案件等の検討を行う収益管理委員会を設

置し、収益管理に関する一元的な管理体制を確立している。 

 (c)業務別収支実績把握手法（管理会計）を、本年4月より導入している。 

 5. 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 (a)「日証代グループ企業行動憲章」の遵守により、グループ全体のコンプライアンスを図っている。

 (b)適宜適切な子会社管理を実践するため、子会社管理の担当部署（総合企画部）を設けている。 

 (c)コンプライアンス委員会、リスク管理小委員会は、グループ全体の管理、運用を行っている。 

 6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 

 監査役が補助使用人の設置を求めた場合に備え、当該使用人を設置できる旨「監査役の職務を補助す

べき使用人に関する規程」を定めている。 

 7. 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する体制 

 当該使用人の人事異動・評価等を行う場合は、予め監査役会に相談し、意見を求めることとしてい

る。 

 8. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

 (a)取締役および使用人は、会社に重大な損害を与える事項が発生しまたは発生する恐れがあるとき、

役職員による違法または不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めたとき

は、監査役会に報告する。 

 (b)重要事項の審議または報告がなされる取締役会および役員会に、監査役が出席している。 

 (c)監査役は、その職務を遂行するために必要と判断したときは、取締役または使用人に報告を求める

ことができる体制を確保している。 

 9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するため、代表取締役との定期的

な意見交換会を開催しているほか、内部監査部門（監査部）との連携により、適切な意思疎通および効

果的な監査業務を遂行している。 

 ④内部監査および監査役監査の状況 

 内部監査組織としては、社長直轄の監査部を設置しております。監査部は、当社ならびに連結子会社を対

象に、内部監査規程に基づき内部監査を実施し、監査結果を社長に報告するとともに内部監査において判明

した問題点については、被監査部門に対しその改善を指示しております。改善実施状況については、書面に

よる報告を行わせ、内部監査の実効性を確保しております。 

 監査役監査は、常勤監査役（１名）と非常勤監査役（３名）で実地しております。監査役は監査役会で立

案した監査計画に基づき取締役会その他重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、事業場所への往査

により取締役・執行役員の職務執行を厳正に監査しております。 

 ⑤会計監査の状況 

 監査業務に係る補助者の構成は、次のとおりです。 

  公認会計士 ３名  

  会計士補  １名  

業務を執行した公認会計士の氏名 

 

高岡  勲（継続監査年数７年） 

酒井 宏暢 

村本 泰雄 

所属する監査法人 東陽監査法人 



 ⑥社外取締役および社外監査役との関係 

当事業年度末（平成18年３月31日）現在、社外取締役は選任しておりません。また、社外監査役である内

藤政昭は新光証券株式会社監査役出身であり、奈須野博は日本証券金融㈱取締役経理部長の職にあります。

社外取締役、社外監査役と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

（３）リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制の整備の状況といたしましては、監査部における内部監査のほかに、「リスク管理方

針」に則り、リスク管理を統括する機関として、コンプライアンス委員会内に リスク管理小委員会を設置してい

ます。 

（４）役員報酬の内容 

当社の役員に対する報酬の内容は、株主総会決議に基づく報酬が取締役139,716千円、監査役28,602千円の合計

168,318千円であります。株主総会決議に基づく退職慰労金は取締役58,697千円、監査役186千円の合計58,883千

円であります。また、上記以外の支給額として、使用人兼務取締役の使用人給与相当額48,720千円があります。

なお、利益処分による役員賞与はございません。 

（５）監査報酬の内容 

 （注）当社と会計監査人との間の監査契約において、旧商法特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、3．の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。 

１．当社および子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 11百万円

２．上記１.の合計額のうち、公認会計士法第2条第1項の監査証明業務の対価として支

払うべき報酬等の合計額  
11百万円

３．上記2.の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 11百万円



７【その他】 

(1）自己資本規制比率 

（注）上記は証券取引法の規定に基づき、「証券会社の自己資本規制に関する内閣府令」（平成13年内閣府令第23

号）の定めにより、決算数値を基に算出しております。 

(2）株券売買高（先物取引を除く） 

  
前事業年度 

（17.3.31） 

当事業年度 

（18.3.31） 

基本的項目（百万円） （Ａ） 19,383 15,676 

補完的項目 

その他有価証券評価差額金（評価益）等

（百万円） 
  4,827 7,950 

証券取引責任準備金等（百万円）   1 7 

一般貸倒引当金（百万円）   9 23 

  計（百万円） （Ｂ） 4,838 7,982 

控除資産（百万円）   （Ｃ） 11,295 6,112 

固定化されていない自

己資本の額 

（百万円） 

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） 12,927 17,546 

リスク相当額 

市場リスク相当額（百万円）   1,704 3,152 

取引先リスク相当額（百万円）   549 473 

基礎的リスク相当額（百万円）   2,598 2,891 

  計（百万円） （Ｅ） 4,853 6,516 

自己資本規制比率

（％） 
（Ｄ）／（Ｅ）×１００   266.3 269.2 

  

前事業年度 

（16.4.1～17.3.31） 

当事業年度 

（17.4.1～18.3.31） 

株数（百万株） 金額（百万円） 株数（百万株） 金額（百万円） 

合計 96 46,158 298 192,328 

（自己）   (－) (－) (－) (－)

（委託） (96) (46,158) (298) (192,328)

委託比率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第61期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当社の連結財務諸表および財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当連結会計年度および第62期事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。な

お、比較を容易にするため、前連結会計年度および第61期事業年度についても百万円単位に組替え表示しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）および当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第61期事業年度

（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）および第62期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産    

１．現金および預金  7,470 5,315 

２．預託金  156 356 

３．信用取引資産  5,421 10,010 

(1）信用取引貸付金  5,166 9,864 

(2）信用取引借証券担保
金 

 254 146 

４．営業未収金  1,569 1,359 

５．短期差入保証金  32 － 

６．有価証券  403 303 

７．繰延税金資産  111 44 

８．その他  189 238 

貸倒引当金  △9 △23 

流動資産合計  15,344 41.2 17,604 40.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物および構築物  636 537   

減価償却累計額  110 525 117 420 

(2）器具および備品  1,339 858   

減価償却累計額  907 432 664 194 

(3）土地  105 102 

有形固定資産合計  1,063 2.9 717 1.7

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア  6,214 1,352 

(2）電話加入権  22 17 

(3）その他無形固定資産  － 292 

無形固定資産合計  6,236 16.8 1,662 3.8

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 
(注１) 
(注４) 

12,713 22,098 

(2）出資金  485 305 

(3）社内長期貸付金  202 187 

(4）差入敷金・保証金  1,052 1,034 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(5)その他    

(イ）更生債権等  11 －   

(ロ）その他  96 107 65 65 

貸倒引当金  △5 △12 

投資その他の資産合計  14,555 39.1 23,679 54.2

固定資産合計  21,855 58.8 26,059 59.7

資産合計  37,200 100.0 43,663 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．信用取引負債  5,406 9,876 

(1）信用取引借入金 (注４) 5,142 9,720 

(2）信用取引貸証券受入
金 

 263 155 

２．未払金  1,480 799 

３．未払費用  485 487 

４．未払法人税等  20 120 

５．未払消費税等  12 43 

６．顧客からの預り金  1 － 

７．預り金  974 867 

８．短期受入保証金   63 66 

９．賞与引当金  211 227 

10．その他  17 31 

流動負債合計  8,673 23.3 12,520 28.7

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債  2,556 5,459 

２．退職給付引当金  1,388 1,185 

３．役員退職慰労引当金  226 210 

４．その他  1 147 

固定負債合計  4,172 11.2 7,002 16.0

Ⅲ 特別法上の準備金     

１．証券取引責任準備金 (注６) 1 7 

特別法上の準備金合計  1 0.0 7 0.0

負債合計  12,848 34.5 19,530 44.7

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  － － 266 0.6

 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 (注２) 500 1.4 500 1.1

Ⅱ 資本剰余金  1 0.0 1 0.0

Ⅲ 利益剰余金  19,016 51.1 15,392 35.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 4,836 13.0 7,979 18.3

Ⅴ 自己株式 (注３) △2 △0.0 △6 △0.0

資本合計  24,352 65.5 23,866 54.7

負債、少数株主持分およ
び資本合計 

 37,200 100.0 43,663 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益               

１．名義書換代理人手数料   2,749     2,125     

２．名義書換手数料   1,165     1,087     

３．精査事務手数料   962     619     

４．証券受渡手数料   1,270     1,122     

５．保管手数料   2,219     1,947     

６．清算事務手数料   649     654     

７．計算情報処理手数料   639     696     

８．その他の受取手数料   1,396     1,842     

９．金融収益   24 11,078 100.0 106 10,202 100.0 

Ⅱ 営業費用               

１．有価証券輸送費   437     395     

２．支払手数料   2,390     3,554     

３．支払保険料   19     16     

４．取引所・協会費   62     48     

５．金融費用   22 2,932 26.5 98 4,112 40.3 

営業総利益     8,145 73.5   6,090 59.7 

Ⅲ 一般管理費               

１．役員報酬   173     171     

２．その他の報酬   34     28     

３．社員給与   2,499     2,405     

４．退職金   1     2     

５．臨時従業員給与   1,429     1,210     

６．福利厚生費   560     599     

７．退職給付費用   63     29     

８．賃借料   1,229     1,273     

９．機器賃借維持費   986     814     

10．賞与引当金繰入額   211     224     

11．役員退職慰労引当金繰
入額 

  51     40     

12．減価償却費   149     80     

13．電話加入権償却費   0     0     

14．ソフトウェア償却費   2,153     339     

15．事業所税   17     －     

16．貸倒引当金繰入額   12     22     

17．その他の営業費用   1,104 10,677 96.4 1,053 8,297 81.3 

営業損失     2,531 △22.9   2,207 △21.6 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益               

１．貸付金利息   2     1     

２．受取利息   4     5     

３．受取配当金   93     111     

４．リース分配金   117     61     

５．匿名組合精算金   －     100     

６．持分法による投資利益   －     28     

７．その他の営業外収益   30 248 2.3 54 364 3.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   10     8     

２．支払手数料   0     0     

３．新株発行費償却   －     2     

４．持分法による投資損失   119     －     

５．その他の営業外費用   1 130 1.2 0 11 0.1 

経常損失     2,414 △21.8   1,854 △18.2 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 (注１) －     6     

２．投資有価証券売却益   1,346     5,255     

３．退職給付会計変更時差
異償却差益 

  43     －     

４．その他の特別利益   74 1,464 13.2 2 5,265 51.6 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 (注２) 346     38     

２．賃借事務室移転費用   29     －     

３．投資有価証券評価損   2     81     

４．入会金評価損   36     0     

５．システム移行費用   403     －     

６．証券取引責任準備金繰
入額 

  1     5     

７．持分変動損失   －     15     

８．減損損失 (注３) －     5,854     

９．その他の特別損失   34 854 7.7 8 6,003 58.8 

税金等調整前当期純損
失 

    1,804 △16.3   2,592 △25.4 

法人税、住民税および
事業税 

  7     97     

法人税等調整額   49 57 0.5 825 923 9.1 

少数株主利益     － －   10 0.1 

当期純損失     1,861 △16.8   3,525 △34.6 

     



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1  1

Ⅱ 資本剰余金期末残高  1  1

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  20,976  19,016

Ⅱ 利益剰余金減少高   

１．配当金  98 98 

２．当期純損失  1,861 1,959 3,525 3,624

Ⅲ 利益剰余金期末残高  19,016  15,392

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純損失  △1,804 △2,592 

減価償却費  2,316 435 

減損損失  － 5,854 

持分変動損失  － 15 

持分法による投資損益 
（△は益） 

 119 △28 

投資有価証券等評価損  38 81 

固定資産除却損  346 38 

貸倒引当金の増加額  8 20 

賞与引当金の増減額（△
は減） 

 △12 16 

退職給付引当金の減少額  △293 △203 

役員退職慰労引当金の増
減額（△は減） 

 51 △15 

証券取引責任準備金の増
加額  

 1 5 

リース分配金  △117 △61 

匿名組合精算金  － △100 

受取利息および受取配当
金 

 △100 △119 

支払利息  10 8 

投資有価証券売却・解約
益 

 △1,346 △5,255 

有形固定資産売却益  － △6 

顧客分別金信託等の増加
額 

 △155 △200 

営業債権増減額（△は
増） 

 △146 207 

信用取引資産の増加額  △5,421 △4,589 

未収金減少額  151 0 

営業債務増加額  194 356 

信用取引負債の増加額   5,406 4,470 

未払消費税等増加額   12 30 

預り金増減額（△は減）  20 △104 

その他  △108 △61 

小計  △829 △1,799 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息および配当金の受取
額 

 85 119 

利息の支払額  △14 △8 

法人税等の支払額  6 △8 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △752 △1,696 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金純減額  12 1 

有価証券の償還による収
入 

 － 100 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △1,147 △4,639 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 1,525 5,762 

出資金の取得による支出  △1 － 

出資金の売却・解約によ
る収入 

 42 187 

入会金の売却・解約によ
る収入 

 － 0 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △52 △70 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 － 12 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △2,273 △1,920 

貸付金の支出  △12 △36 

貸付金の回収による収入  51 50 

保証金・敷金の差入によ
る支出 

 △122 △40 

保証金・敷金の返還によ
る収入 

 145 1 

その他  △71 － 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,903 △591 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

少数株主に対する株式発
行による収入 

 － 240 

配当金支払額  △98 △98 

その他  △0 △7 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △99 133 

Ⅳ 現金および現金同等物の換
算差額 

 － － 

Ⅴ 現金および現金同等物の減
少額 

 △2,755 △2,153 

Ⅵ 現金および現金同等物の期
首残高 

 10,417 7,662 

Ⅶ 現金および現金同等物の期
末残高 

 7,662 5,508 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は１社であり、会社名は「総合ビジネ

ス株式会社」であります。 

１．連結の範囲に関する事項 

  連結子会社は１社であり、会社名は「日本証券共

同事務センター株式会社」であります。 

 なお、同社は平成17年５月27日付で「総合ビジネ

ス株式会社」から商号変更しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の関連会社は２社であり、会社名は「日

本ＴＡソリューション株式会社」および「新潟証券株

式会社」であります。 

 なお、「新潟証券株式会社」については、同社株式

を取得したことにより、当連結会計年度から持分法適

用の関連会社とすることといたしました。 

２．持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の関連会社は２社であり、会社名は「日

本ＴＡソリューション株式会社」および「新潟証券株

式会社」であります。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一

致しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採用しております。 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

有価証券 

満期保有目的債券 

  同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法または償却原価法を

採用しております。 

 時価のないもの 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

建物および構築物 ６年～50年

器具および備品 ３年～20年

  

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案して、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（1,074百万円）につ

いては５年間で按分し、退職給付費用と相殺のう

え差額を特別利益に計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定率法により、翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異（1,074百万円）につ

いては５年間で按分し、退職給付費用と相殺して

計上しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度

のその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定率法により、翌連結

会計年度から費用処理することとしております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金支給基準に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しており

ます。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

 全面時価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

 該当事項はありません。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる税金等調整前当期純損益にあたえ

る影響額は3,876百万円であります。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度より法人事業税の「外形標準課税制

度」が導入されたことにより、実務対応報告第12号「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会

（平成16年2月13日））に基づき、法人事業税の付加価値

割および資本割については、一般管理費に計上（14百万

円）しております。 

  

────── 

  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 流動資産における「預け金」について 

 前連結会計年度まで「その他」に含めて表示しており

ましたが、重要性を勘案し、当連結会計年度より区分掲

記することといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「預け金」は1百万円でありま

す。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（連結損益計算書） 

 営業収益における「金融収益」について 

 当連結会計年度より集約科目として当該勘定を新設

し、有価証券売買取次ぎ業務に係る利息等の他、一般貸

付金利息を含めて表示しております。 

 営業費用における「金融費用」について 

 当連結会計年度より集約科目として当該勘定を新設

し、有価証券売買取次ぎ業務に係る利息等の他、借入金

利息を含めて表示しております。 

 営業費用における「取引所・協会費」について 

 前連結会計年度まで「一般管理費」における「その他

の営業費用」に含めて表示しておりましたが、重要性を

勘案し、当連結会計年度より営業費用として区分掲記す

ることといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「取引所・協会費」は9百万円

であります。  

 特別損失における「入会金評価損」について 

 前連結会計年度まで「投資有価証券等評価損」に含め

て表示しておりましたが、重要性を勘案し、当連結会計

年度より特別損失として区分掲記することといたしまし

た。 

 なお、前連結会計年度の「入会金評価損」は4百万円で

あります。  

  

（連結貸借対照表） 

 流動資産における「預託金」について 

 前連結会計年度まで「預け金」として掲記しておりま

したが、実態を勘案し、当連結会計年度より「預託金」

として掲記しております。 

  投資その他の資産における「その他」について 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「更生債

権等」（当連結会計年度13百万円）につきましては、資

産総額の100分の１以下であるため、重要性を勘案し、当

連結会計年度より、投資その他の資産の「その他」に含

めて掲記することといたしました。 

 流動負債における「未払事業所税」について 

 前連結会計年度まで「その他」（当連結会計年度15百

万円、前連結会計年度17百万円）に含めて掲記しており

ましたが、重要性を勘案し、当連結会計年度より「未払

金」に含めて掲記することといたしました。 

 流動負債における「短期受入保証金」について 

 前連結会計年度まで「受入保証金」として掲記してお

りましたが、実態を勘案し、当連結会計年度より「短期

受入保証金」として掲記しております。 

（連結損益計算書） 

 営業費用における「支払保険料」について 

 前連結会計年度まで「運送保険料」として掲記してお

りましたが、実態を勘案し、当連結会計年度より「支払

保険料」として掲記しております。 

 一般管理費における「その他の営業費用」について 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「事業所

税」（当連結会計年度15百万円）につきましては、重要

性を勘案し、当連結会計年度より、一般管理費の「その

他の営業費用」に含めて掲記することといたしました。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．関連会社に対する主な資産および負債は次のとおり

であります。 

１．関連会社に対する主な資産および負債は次のとおり

であります。 

投資有価証券（株式） 1,361百万円 投資有価証券（株式）  1,405百万円

    

２．当社の発行済株式総数 ２．当社の発行済株式総数 

普通株式数 9,838,000株 普通株式数 9,838,000株

    

３．当社が保有する自己株式数 

普通株式              3,223株 

３．当社が保有する自己株式数 

普通株式              8,239株 

    

４．担保資産および担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

４．担保資産および担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

投資有価証券 5,296百万円 投資有価証券 6,885百万円

   担保付債務は次のとおりであります。    担保付債務は次のとおりであります。 

信用取引借入金 5,142百万円 信用取引借入金    9,720百万円

   上記のほか、先物取引証拠金の代用としてまたは

資金決済担保等として、投資有価証券1,066百万円を

取引所等に差し入れております。 

   上記のほか、先物取引証拠金の代用としてまたは

資金決済担保等として、投資有価証券979百万円を取

引所等に差し入れております。 

５．（1）差し入れている有価証券等の時価額は以下のと

おりであります。 

５．（1）差し入れている有価証券等の時価額は以下のと

おりであります。 

信用取引貸証券 56百万円

信用取引借入金の本担保証券 603百万円

差入保証金代用有価証券 6,299百万円

差入証拠金代用有価証券 63百万円

信用取引貸証券 41百万円

信用取引借入金の本担保証券 1,340百万円

差入保証金代用有価証券 7,723百万円

差入証拠金代用有価証券 140百万円

  （2）差し入れを受けている有価証券等の時価額は以

下のとおりであります。 

  （2）差し入れを受けている有価証券等の時価額は以

下のとおりであります。 

信用取引貸付金の本担保証券 603百万円

信用取引借証券 56百万円

受入保証金代用有価証券 2,605百万円

信用取引貸付金の本担保証券 1,340百万円

信用取引借証券 41百万円

受入保証金代用有価証券 6,250百万円

６．特別法上の準備金 

   特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は

以下のとおりであります。 

     証券取引責任準備金  証券取引法第51条 

６．特別法上の準備金 

  同左 

     



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．        ────── １．固定資産の売却益 

２．固定資産の除却損 

    

２．固定資産の除却損 

土地および建物  6百万円

器具および備品 2百万円

ソフトウェア 344百万円

器具および備品 38百万円

ソフトウェア        －百万円

３．        ────── ３．減損損失 

 当連結会計年度において、親会社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しました。 

  

 親会社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ・

フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小単位に拠って資産のグルーピングを行いました。 

 次期総合証券システム「ＮＥＯ－ＤＩＮＥＳ」の開発

が本格化し、来期を目処に稼動予定であるため、計算情

報処理業務を営業する上記システム部における資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（5,854百万円）として特別損失に計上しまし

た。 

 その内訳はソフトウェア5,252百万円、リース資産245

百万円、器具および備品215百万円、建物75百万円および

その他64百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローを５％で割り

引いて算定しております。 

場所 用途 種類 その他 

本店システ
ム部におけ
る「ＤＩＮ
ＥＳ」シス
テム 
（東京都江
東区） 

計算情報

処理  

ソフトウ

ェア・リ

ース資産

等 

― 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金および預金勘定 7,470百万円

預金期間が３ヵ月を超える定期

預金等 
△111百万円

有価証券勘定 

（マネー・マネジメント・ファ

ンド） 

302百万円

現金および現金同等物 7,662百万円

現金および預金勘定  5,315百万円

預金期間が３ヵ月を超える定期

預金等 
△110百万円

有価証券勘定 

（マネー・マネジメント・ファ

ンド） 

   303百万円

現金および現金同等物      5,508百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額および期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

器具および備
品 

2,257 1,407 849

ソフトウェア 105 12 92

合計 2,362 1,419 942

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具およ
び備品 

1,896 1,014 245 636

ソフトウ
ェア 

235 27 － 207

合計 2,131 1,041 245 844

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 347百万円

１年超 608百万円

計 955百万円

１年内 338百万円

１年超 661百万円

計 1,000百万円

 リース資産減損勘定の残高 145百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 502百万円

減価償却費相当額 471百万円

支払利息相当額 19百万円

支払リース料 466百万円

リース資産減損勘定取崩額 99百万円

減価償却費相当額 448百万円

支払利息相当額 21百万円

減損損失 245百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高 

 ────── 

  

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

器具および備
品 

156 151 5

 

２．未経過リース料期末残高相当額   

１年内 5百万円

１年超 0百万円

計 5百万円

 

３．受取リース料、減価償却費および受取利息相当額   

受取リース料 42百万円

減価償却費 39百万円

受取利息相当額 1百万円

 

４．利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  

  



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 前連結会計年度および当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価のない主な有価証券の内容 

（注） その他有価証券で時価のない株式等について、当連結会計年度において、81百万円、前連結会計年度におい

て、2百万円の減損処理を行っております。 

  種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額（百万円）
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

(1)株式 2,178 10,370 8,191 6,383 19,788 13,404 

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 100 100 0 － － － 

(3）その他 24 27 3 58 99 41 

小計 2,303 10,498 8,195 6,441 19,888 13,446 

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

(1）株式 232 182 △50 152 124 △27 

(2）債券             

① 国債・地方

債等 
－ － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 33 33 △0 － － － 

小計 266 215 △50 152 124 △27 

合計 2,569 10,714 8,144 6,594 20,012 13,418 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

1,525 1,346 0 5,762 5,264 8 

種類 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的債券     

社債 100 100 

(2）その他有価証券     

非上場株式 615 543 

その他 326 339 



４ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月１

日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券                 

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － 

(2）社債 － － 100 － － － 100 － 

(3）その他 100 － － － － － － － 

２．その他 － 46 9 27 － 86 4 － 

合計 100 46 109 27 － 86 104 － 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

 また、当社は退職金制度の一部に適格退職年金制度を設けております。 

２．退職給付債務およびその内訳 

 （注） 当社嘱託社員および連結会社に係る退職給付債務の算定は、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

① 退職給付債務 △2,202百万円        △2,072百万円 

② 年金資産 930百万円 1,112百万円 

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △1,271百万円 △925百万円 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 △143百万円 －百万円 

⑤ 未認識数理計算上の差異 25百万円 △225百万円 

退職給付引当金（③＋④＋⑤） △1,388百万円 △1,185百万円 

  

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

ａ．従業員分     

① 勤務費用 109百万円 106百万円 

② 利息費用 68百万円 64百万円 

③ 期待運用収益 △26百万円 △27百万円 

④ 会計基準変更時差異の償却差益 △214百万円 △143百万円 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 19百万円 3百万円 

退職給付会計変更時差異償却差益 

（特別利益） 
△43百万円 －百万円 

過去勤務債務の費用処理額 －百万円 －百万円 

 退職給付費用 －百万円  3百万円 

ｂ．連結子会社および嘱託社員分 35百万円 28百万円 

ｃ．総合型厚生年金基金への拠出額 27百万円 －百万円 

退職給付費用合計（一般管理費） 63百万円 32百万円 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日）

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

② 割引率 3.0％ 3.0％ 

③ 期待運用収益率 3.0％ 3.0％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数によ

る定率法により、翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。） 

15年 15年 

⑤ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年 ５年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金 463百万円

役員退職慰労引当金 91百万円

賞与引当金 85百万円

繰越欠損金 1,304百万円

その他 228百万円

繰延税金資産小計 2,174百万円

評価性引当額 △1,304百万円

繰延税金資産合計 869百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金 0百万円

役員退職慰労引当金 －百万円

賞与引当金 29百万円

繰越欠損金 －百万円

その他 14百万円

繰延税金資産小計 44百万円

評価性引当額 －百万円

繰延税金資産合計 44百万円

    

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △3,314百万円

繰延税金負債合計 △3,314百万円

繰延税金負債の純額 △2,444百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △5,459百万円

繰延税金負債合計 △5,459百万円

繰延税金負債の純額 △5,415百万円

    

（注）当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

（注）当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、

連結貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

流動資産－繰延税金資産 111百万円

固定負債－繰延税金負債 △2,556百万円

流動資産－繰延税金資産 44百万円

固定負債－繰延税金負債 △5,459百万円



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業内容の実態を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な営業収益 

(1）名義書換代理人業    名義書換代理人業務 

(2）証券事務管理業     名義書換取次業務、有価証券保管業務、計算・情報処理業務等 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金・預金およ

び有価証券）、長期投資資産（投資有価証券）等であります。 

  
名義書換代理
人業(百万円) 

証券事務管理
業(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結(百万円) 

Ⅰ 営業収益および営業損益           

 営業収益           

 
(1）外部顧客に対する営業収

益 
2,812 8,265 11,078 － 11,078 

 
(2）セグメント間の内部営業

収益 
－ － － － － 

 計 2,812 8,265 11,078 － 11,078 

 営業費用 2,326 11,284 13,610 － 13,610 

 営業利益又は営業損失(△) 486 △3,018 △2,531 － △2,531 

Ⅱ 
資産、減価償却費および資本

的支出 
          

 資産 487 15,645 16,132 21,067 37,200 

 減価償却費 29 2,287 2,316 － 2,316 

 資本的支出 83 3,212 3,295 － 3,295 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業内容の実態を勘案して区分しております。 

２．各事業の主な営業収益 

(1）名義書換代理人業    名義書換代理人業務 

(2）証券事務管理業     名義書換取次業務、有価証券保管業務、計算・情報処理業務等 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金・預金およ

び有価証券）、長期投資資産（投資有価証券）等であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。 

これにより「証券事務管理業」における営業費用、営業損失が1,977百万円減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月

１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項は

ありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）および当連結会計年度（自 平成17年４月

１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
名義書換代理
人業(百万円) 

証券事務管理
業(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結(百万円) 

Ⅰ 営業収益および営業損益           

 営業収益           

 
(1）外部顧客に対する営業収

益 
2,232 7,970 10,202 － 10,202 

 
(2）セグメント間の内部営業

収益 
－ － － － － 

 計 2,232 7,970 10,202 － 10,202 

 営業費用 3,107 9,302 12,409 － 12,409 

 営業利益又は営業損失(△) △875 △1,332 △2,207 － △2,207 

Ⅱ 
資産、減価償却費および資本

的支出 
          

 資産 315 15,319 15,635 28,028 43,663 

 減価償却費 44 390 435 － 435 

 減損損失 － 5,854 5,854 － 5,854 

 資本的支出 5 1,087 1,093 － 1,093 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１．親会社および法人主要株主等 

取引条件ないし取引条件の決定方法 

① 手数料については、市場価格を勘案して決定しております。 

② 賃借条件については、周辺相場を勘案して設定された賃料体系によっております。 

③ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方法 

① 手数料等については、市場価格を勘案して決定しております。 

② 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。  

  

※（注）新潟証券㈱に対し、信用取引保証金等代用有価証券として5,296百万円を担保提供しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の関係

会社 

日本証券

金融㈱ 

東京都 

中央区 
10,000 

金銭の貸付

および有価

証券の貸付 

(被所有) 

直接 

41.1％ 

兼任 

１名 

転任 

１名 

名義書

換代理

人 

名義書換代

理人業務等

受託 

23 
営業 

未収金 
2 

事務室等賃

借 
23 

未払費用

（賃借

料） 

－ 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

 関連会社 

日本ＴＡ

ソリュー

ション㈱ 

東京都

府中市 
2,005 

証券代行事

業のシステ

ム開発・運

営およびデ

ータ処理業

務 

(所有) 

直接 

20.0％ 

兼任 

１名 

名義書

換業務

他 

名義書換株

券等の精査

事務他を受

託 

282 
営業 

未収金 
29 

計算事務等

を委託 
852 未払費用 147 

※（注） 

新潟証券

㈱ 

新潟県

長岡市 
600 

有価証券の

売買、媒

介・取次又

は代理等の

証券業 

(所有) 

直接 

21.4％ 

兼任 

１名 

有価証

券売買

取引の

取次ぎ

業務他 

有価証券売

買取引の取

次高 

38,238 

信用取引

貸付金 

信用取引

借証券担

保金 

短期差入

保証金 

信用取引

借入金 

受入保証

金 

38 

197 

32 

4,517 

0 

有価証券売

買取引の取

次業務等を

受託 

67 

有価証券売

買取引の取

次ぎ業務等

を委託 

6 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１．親会社および法人主要株主等 

取引条件ないし取引条件の決定方法 

① 手数料については、市場価格を勘案して決定しております。 

② 賃借条件については、周辺相場を勘案して設定された賃料体系によっております。 

③ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．子会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方法 

① 手数料等については、市場価格を勘案して決定しております。 

② 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。  

  

※（注）新潟証券㈱に対し、信用取引保証金等代用有価証券として5,943百万円を担保提供しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の関係

会社 

日本証券

金融㈱ 

東京都 

中央区 
10,000 

金銭の貸付

および有価

証券の貸付 

(被所有) 

直接 

41.1％ 

兼任 

１名 

転任 

１名 

名義書

換代理

人およ

び信用

取引に

係る借

入 

名義書換代

理人業務等

受託 

32 
営業 

未収金 
3 

事務室等賃

借他 
21 
未払費用

(賃借料) 
－ 

信用取引に

係る借入 
1,772 

信用取引

借入金 
480 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

 関連会社 

日本ＴＡ

ソリュー

ション㈱ 

東京都

府中市 
2,005 

証券代行事

業のシステ

ム開発・運

営およびデ

ータ処理業

務 

(所有) 

直接 

20.0％ 

兼任 

１名 

名義書

換業務

他 

名義書換株

券等の精査

事務他を受

託 

251 
営業 

未収金 
26 

計算事務等

を委託 
1,680 未払費用 147 

※（注） 

新潟証券

㈱ 

新潟県

長岡市 
600 

有価証券の

売買、媒

介・取次又

は代理等の

証券業 

(所有) 

直接 

21.4％ 

兼任 

１名 

有価証

券売買

取引の

取次ぎ

業務他 

有価証券売

買取引の取

次高 

158,842 

営業 

未収金 
6 

未払費用 2 

有価証券売

買取引の取

次業務等を

受託 

76 

信用取引
貸付金 

信用取引
借証券担
保金 

信用取引
借入金 

短期受入
保証金 

206 

105 

8,434 

0 

有価証券売

買取引の取

次ぎ業務等

を委託 

31 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 2,476.16

１株当たり当期純損失金額（円） 189.27

１株当たり純資産額（円） 2,427.98

１株当たり当期純損失金額（円） 358.59

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

同左 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失        （百万円） 1,861 3,525 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失 （百万円） 1,861 3,525 

普通株式の期中平均株式数   （株） 9,835,403 9,832,600 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)「証券共同事務センター」創設に関する事業提携につ

いて 

 当社は、当社を取巻く環境の変化や証券会社のアウト

ソーシングニーズの高度化に対応すべく、これまでの現

物株券等のハンドリングをベースとする証券会社・銀行

等金融機関の『共同金庫』から、証券事務全般を総合的

に担う『共同事務センター』への衣替えを図ってまいり

ましたが、平成17年５月27日開催の取締役会において、

東洋証券株式会社および水戸証券株式会社との三社で、

広く証券業界の共通プラットフォームとして、証券業務

に関するシステムサービスと関連事務サービスとを一体

の形で提供する「証券共同事務センター」を創設する事

業提携について決議し、三社間で覚書を締結いたしまし

た。 

(2)当社グループの業務の再編および子会社の商号変更に

ついて 

当社は、「証券共同事務センター」創設にあたり、この

運営主体である当社および当社子会社「総合ビジネス株式

会社」（以下、当社グループ）に関し、当社グループとし

て、経営資源の有効活用かつ合理的体制を確立するため、

当社グループの業務を再編するとともに、事業分野を明確

にするため子会社の商号変更を行うことといたしました。 

①総合ビジネス株式会社の商号変更等について 

平成17年５月27日付で、商号を「日本証券共同事務セン

ター株式会社」に変更いたしました。 

②当社グループの業務の再編について 

証券業界共通で利用可能な証券総合システムの提供およ

び標準的事務サービスの提供を確立するため、当社の証券

事務管理部門の機能の一部を「日本証券共同事務センター

株式会社」に集中させ、当社グループの業務の再編を行う

ことといたしました。 

（日本電子計算株式会社との共同持株会社設立による経

営統合について） 

当社は、平成18年５月16日開催の取締役会において、

株式移転をなすべき時期を平成18年10月１日として、日

本電子計算株式会社と共同持株会社「株式会社JBISホー

ルディングス」を設立することを決議し、同日、「株式

移転計画書」に調印いたしました。なお、この共同持株

会社設立に関しましては、平成18年６月23日開催の当社

第62回定時株主総会において承認されております。 

(1)経営統合の目的 

当社および日本電子計算株式会社は、金融・証券およ

び公共・産業・文教といった各分野のビジネスモデルの

変革に機動的に対応できる強力な企業グループを形成す

るため共同持株会社を設立し、総合情報サービスと総合

事務サービスの機能を統合することといたしました。今

後は、両社が持つ経営資源を効果的に集約し、時代の要

請に機動的かつ弾力的に対応できる強い企業体質を築

き、ITと事務の分野で培った深い業務知識、お互いの持

つ強みを活かし、統合によるシナジー効果を最大限に発

揮し、お客様が最高水準のソリューション・サービスを

ご享受いただけるよう、ソリューションプロバイダー企

業として発展するべく努力してまいります。 

(2)株式移転の方法 

当社が、日本電子計算株式会社と共同して会社法第772

条に定める株式移転により、完全親会社「株式会社ＪＢ

ＩＳホールディングス」を設立し、その完全子会社とな

ります。 

(3)株式移転の内容 

①設立する完全親会社が株式移転に際して発行する株

式の種類および数 

「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」が本株式移

転に際して発行する株式の種類は普通株式とし、その

数は32,789,400株といたします。ただし、株式移転を

なすべき時期の前日までに当社および日本電子計算株

式会社が自己株式の消却を行った場合は、当該株式数

は減少し、株式移転をなすべき時期の前日までに日本

電子計算株式会社の新株予約権が行使された場合は、

それに応じて当該株式数も増加するものといたしま

す。 

②設立する完全親会社の資本金および準備金の額 

(a)資本金の額：30億円 

(b)準備金の額：30億円  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③当社および日本電子計算株式会社の株主等に対する株式

の割当て 

「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」は、株式移転に

際して、株式移転をなすべき時期の前日の最終の株主名簿

（実質株主名簿を含む。以下同じ。）に記載又は記録され

た当社および日本電子計算株式会社の株主（実質株主を含

む。以下同じ。）に対し、それぞれ次の比率で「株式会社

ＪＢＩＳホールディングス」の株式を割当てます。  

(a)当社の株主 

当社の普通株式１株に対し、「株式会社ＪＢＩＳホー

ルディングス」の普通株式1.3株 

(b)日本電子計算株式会社の株主 

日本電子計算株式会社の普通株式１株に対し、「株式

会社ＪＢＩＳホールディングス」の普通株式1.0株 

④日本電子計算株式会社の新株予約権の取扱い 

日本電子計算株式会社が平成16年６月18日付定時株主総

会決議に基づき発行した新株予約権は、株式移転期日をも

って消滅し、当該新株予約権の予約権者に対してこれに代

わる持株会社の新株予約権を交付するものといたします。 

消滅する新株予約権と新たに交付される新株予約権の内

容は以下のとおりといたします。 

 (a)新株予約権の内容 

  消滅する新株予約権 交付する新株予約権 

 新株予約権の

数（個） 
 1,122  1,122(注１) 

 新株予約権の

目的となる株

式の種類 

 日本電子計算株式会

社の普通株式 
 持株会社の普通株式 

 新株予約権１

個あたりの目

的となる株式

の数（株） 

 100株  100株 

 新株予約権の

行使時の払込

金額（円） 

 843円  843円 

 新株予約権の

行使期間 

 自 平成18年６月19日

 至 平成21年６月17日

 自 株式移転期日 

 至 平成21年６月17日

 新株予約権の

行使の条件 
 （注２）  （注２） 

 新株予約権の

譲渡に関する

事項 

 新株予約権を譲渡す

るには、当社の取締役

会の承認を要する。 

 新株予約権を譲渡す

るには、持株会社の取

締役会の承認を要す

る。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （注１）消滅する新株予約権の行使状況により変更され

るものとする。  

（注２） 

 1.各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 2.新株予約権の割当てを受けたものは、権利行使時

においても日本電子計算株式会社および日本電子計算

株式会社子会社の取締役および監査役ならびに従業員

の地位にあることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由による場合はこの限

りでない。 

 3.新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は

認めない。 

 4.新株予約権者に法令、定款もしくは社内規則に違

反する重大な行為があった場合、日本電子計算株式会

社と競合関係にある会社の取締役ならびに使用人とな

った場合等には権利行使はできない。 

 5.その他の条件は、日本電子計算株式会社の取締役

会の決議に基づき定める。 

 (b)新株予約権の新株予約権者に対する持株会社の新

株予約権の割当に関する事項 

新株予約権の新株予約権者に対して，新株予約権

１個に対し持株会社の新株予約権１個の割合によ

り，持株会社の新株予約権を割り当てることといた

します。 

⑤株式移転をなすべき時期 

株式移転をなすべき時期は平成18年10月１日とし、

「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」の設立登記

は、平成18年10月２日に行う予定であります。ただ

し、株式移転の手続き上の必要性その他の事由により

必要な場合には、当社および日本電子計算株式会社で

協議のうえ、これを変更することができるものといた

します。 

⑥株式移転の日までになす利益配当の限度額 

当社および日本電子計算株式会社は、平成18年３月

31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたそれぞれ

の株主又は登録質権者に対し、それぞれ次の金額を限

度として、金銭による剰余金の配当を行うことができ

るものといたします。 

 (a)当社の株主および登録質権者 

当社の普通株式１株につき、10円 総額

98,297,610円 

 (b)日本電子計算株式会社の株主および登録質権者 

日本電子計算株式会社の普通株式１株につき、７

円 総額139,147,008円 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4)統合新会社（持株会社）の概要 

①商号 株式会社JBISホールディングス（英文名 

JBIS Holdings,Inc.） 

②本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目8番1号 

③資本金 30億円 

(5)日本電子計算㈱の概要 

①商号 日本電子計算株式会社 

②本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目8番1号 

③設立年月日 昭和37年12月3日 

④事業内容 情報サービス事業、インターネット事業、

ソフトウェア事業、システム販売事業 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、当期末時点の加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 

社員預り金 

信用取引借入金 

699 

5,142 

658 

9,720 

1.0 

1.3 

－ 

－ 

合計 5,841 10,379 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金および預金  7,413 5,250 

２．預託金  156 356 

３．信用取引資産  5,421 10,010 

(1）信用取引貸付金  5,166 9,864 

(2）信用取引借証券担保
金 

 254 146 

４．営業未収金  1,528 1,330 

５．立替金  6 7 

６．短期差入保証金  32 － 

７．有価証券  403 303 

８．前払費用  148 110 

９．短期貸付金  200 － 

10．未収金  11 102 

11．未収収益  17 32 

12．繰延税金資産  111 － 

13．その他  1 29 

貸倒引当金  △9 △23 

流動資産合計  15,443 41.6 17,511 40.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  122 23   

減価償却累計額  33 88 13 9 

(2）器具および備品  1,294 813   

減価償却累計額  886 407 636 176 

(3）土地  105 102 

有形固定資産合計  601 1.6 289 0.7

２．無形固定資産    

(1）ソフトウェア  6,214 1,351 

(2）電話加入権  21 16 

(3）その他無形固定資産  － 39 

無形固定資産合計  6,236 16.8 1,408 3.3

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 (注4) 10,144 18,393 

(2）関係会社株式  2,938 4,383 

(3）出資金  485 305 

(4）社内長期貸付金  202 187 

(5）長期前払費用  90 46 

(6）長期差入保証金  79 79 

(7）敷金  894 790 

(8）入会金  5 5 

(9）更生債権等  11 13 

貸倒引当金  △5 △12 

投資その他の資産合計  14,845 40.0 24,193 55.7

固定資産合計  21,683 58.4 25,890 59.7

資産合計  37,127 100.0 43,402 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．信用取引負債  5,406 9,876 

(1）信用取引借入金 (注4) 5,142 9,720 

(2）信用取引貸証券受入
金 

 263 155 

２．未払金  1,480 796 

３．未払費用  471 624 

４．未払法人税等  20 21 

５．未払消費税等  － 13 

６．未払事業所税  17 － 

７．顧客からの預り金  1 － 

８．社員預り金  699 658 

９．その他の預り金  275 209 

10．短期受入保証金  63 66 

11．前受収益  0 0 

12．賞与引当金  211 151 

13．その他  － 31 

流動負債合計  8,646 23.3 12,450 28.7

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．繰延税金負債  2,553 5,454 

２．退職給付引当金  1,388 1,185 

３．役員退職慰労引当金  226 210 

４．その他   1 367 

固定負債合計  4,170 11.2 7,218 16.6

Ⅲ 特別法上の準備金    

１．証券取引責任準備金 (注6) 1 7 

特別法上の準備金合計  1 0.0 7 0.0

負債合計  12,818 34.5 19,676 45.3

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 (注1) 500 1.4 500 1.2

Ⅱ 資本剰余金    

1 資本準備金  1 1   

資本剰余金合計  1 0.0 1 0.0

Ⅲ 利益剰余金    

1 利益準備金  127 127   

2 任意積立金    

(1）証券取扱損失積立金  1,664 1,664   

(2）別途積立金  18,794 16,994   

3 当期未処理損失  1,602 3,505   

利益剰余金合計  18,983 51.1 15,280 35.2

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

(注3) 4,827 13.0 7,950 18.3

Ⅴ 自己株式 (注2) △2 △0.0 △6 △0.0

資本合計  24,309 65.5 23,726 54.7

負債資本合計  37,127 100.0 43,402 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収益    

１．名義書換代理人手数料  2,749 2,126   

２．名義書換手数料  1,165 1,087   

３．精査事務手数料  962 619   

４．証券受渡手数料  1,270 1,122   

５．保管手数料  2,219 1,947   

６．清算事務手数料  649 654   

７．計算情報処理手数料  639 696   

８．その他の受取手数料  845 1,211   

９．金融収益  24 10,527 100.0 106 9,572 100.0 

Ⅱ 営業費用    

１．有価証券輸送費  437 341   

２．支払手数料  2,389 4,763   

３．支払保険料  19 16   

４．取引所・協会費  62 48   

５．金融費用  22 2,932 27.9 98 5,268 55.0

営業総利益  7,595 72.1 4,303 45.0

Ⅲ 一般管理費    

１．役員報酬  159 168   

２．その他の報酬  34 28   

３．社員給与  2,378 1,888   

４．退職金  1 2   

５．臨時従業員給与  1,345 801   

６．福利厚生費  536 483   

７．退職給付費用  54 29   

８．租税公課  31 51   

９．旅費  41 39   

10．交通費  47 16   

11．通信費  169 159   

12．図書新聞費  14 13   

13．印刷費  81 56   

14．消耗品費  76 59   

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

15．光熱費  78 65   

16．賃借料  968 799   

17．事務室管理料  218 222   

18．機器賃借維持費  928 726   

19．保険料  3 2   

20．広告宣伝費  11 9   

21．修繕費  9 17   

22．自動車費  309 268   

23．会議費  2 0   

24．雑品費  35 21   

25．雑費  124 121   

26．一括償却資産費  1 1   

27．賞与引当金繰入額  211 151   

28．役員退職慰労引当金繰
入額 

 51 40   

29．減価償却費  111 47   

30．電話加入権償却費  0 0   

31．ソフトウェア償却費  2,153 339   

32．事業所税  17 －   

33．貸倒引当金繰入額  12 10,220 97.0 22 6,659 69.6

営業損失  2,625 △24.9 2,356 △24.6

Ⅳ 営業外収益    

１．貸付金利息  2 1   

２．受取利息  3 2   

３．有価証券利息  1 3   

４．受取配当金  93 111   

５．リース分配金  117 61   

６．匿名組合精算金  － 100   

７．雑益  30 248 2.3 78 359 3.8

                

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  10 8   

２．支払手数料  0 0   

３．その他  1 11 0.1 0 9 0.1

経常損失  2,387 △22.7 2,005 △20.9

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 (注1) － 6   

２．投資有価証券売却益  1,346 5,255   

３．退職給付会計変更時差
異償却差益 

 43 －   

４．その他  74 1,464 13.9 2 5,265 55.0

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 (注2) 344 38   

２．賃借事務室移転費用  29 －   

３．投資有価証券評価損  2 81   

４．入会金評価損  36 0   

５．システム移行費用  403 －   

６．証券取引責任準備金繰 
入額 

 1 5   

７．減損損失 (注3) － 5,854   

８．その他  6 823 7.8 8 5,988 62.6

税引前当期純損失  1,747 △16.6 2,728 △28.5

法人税、住民税および
事業税 

 7 5   

法人税等調整額  49 57 0.5 869 875 9.2

当期純損失  1,804 △17.1 3,604 △37.7

前期繰越利益  201 98 

当期未処理損失  1,602 3,505 

     



③【利益処分計算書】 

   
前事業年度 

株主総会承認年月日 
平成17年６月23日 

当事業年度 
株主総会承認年月日 
平成18年６月23日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処理損失  1,602   3,505

Ⅱ 任意積立金取崩高    

別途積立金取崩高  1,800 1,800 3,700 3,700

合計  197   194

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  
98 

(１株につき10円）
98

98 
(１株につき10円）

98

Ⅳ 次期繰越利益  98   96

     



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1）満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法）を採用しております。 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1）満期保有目的債券 

同左 

(2）子会社株式および関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

(2）子会社株式および関連会社株式 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法または償却原価法を採

用しております。 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

建物 ６年～50年 

器具および備品 ３年～20年 

  

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案して、回収不能

見込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更時差異

（1,074百万円）については、５年間で按分し、退

職給付費用と相殺のうえ差額を特別利益に計上し

ております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定

率法により、翌事業年度から費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更時差異

（1,074百万円）については、５年間で按分し、退

職給付費用と相殺して計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度のその

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定率法により、翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職

慰労金支給基準に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）証券取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、証券取引法第

51条および「証券会社に関する内閣府令」第35条

に定めるところにより算出した額を計上しており

ます。 

(5）証券取引責任準備金 

同左 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しており

ます。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる税引前当期純損益にあたえる影響

額は3,876百万円であります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当事業年度より法人事業税の「外形標準課税制度」が

導入されたことにより、実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16

年2月13日））に基づき、法人事業税の付加価値割および

資本割については、一般管理費に計上（14百万円）して

おります。 

  

────── 

  



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（貸借対照表） 

 固定負債における「その他」について 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「受入敷金」

（当事業年度1百万円）につきましては、資産総額の100

分の5以下であるため、重要性を勘案し、当事業年度よ

り、固定負債の「その他」に含めて掲記することといた

しました。 

 

     

   

  

  

  

  

  

（損益計算書） 

 営業収益における「金融収益」について 

 当事業年度より集約科目として当該勘定を新設し、有

価証券売買取次ぎ業務に係る利息等の他、一般貸付金利

息を含めて表示しております。 

 営業費用における「金融費用」について 

 当事業年度より集約科目として当該勘定を新設し、有

価証券売買取次ぎ業務に係る利息等の他、借入金利息を

含めて表示しております。 

 営業費用における「取引所・協会費」について 

 前事業年度まで「一般管理費」における「雑費」に含

めて表示しておりましたが、重要性を勘案し、当事業年

度より営業費用として区分掲記することといたしまし

た。 

 なお、前事業年度の「取引所・協会費」は9百万円であ

ります。  

 特別損失における「入会金評価損」について 

 前事業年度まで「投資有価証券等評価損」に含めて表

示しておりましたが、重要性を勘案し、当事業年度より

特別損失として区分掲記することといたしました。 

 なお、前事業年度の「入会金評価損」は4百万円であり

ます。  

  

（貸借対照表） 

 流動資産における「預託金」について 

 前事業年度まで「預け金」として掲記しておりました

が、実態を勘案し、当事業年度より「預託金」として掲

記しております。 

 流動負債における「未払事業所税」について 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「未払事業所

税」（当事業年度12百万円）につきましては、資産総額

の100分の１以下であるため、重要性を勘案し、当事業年

度より、「未払金」に含めて掲記することといたしまし

た。 

 流動負債における「短期受入保証金」について 

 前事業年度まで「受入保証金」として掲記しておりま

したが、実態を勘案し、当事業年度より「短期受入保証

金」として掲記しております。 

（損益計算書） 

 営業費用における「支払保険料」について 

 前事業年度まで「運送保険料」として掲記しておりま

したが、実態を勘案し、当事業年度より「支払保険料」

として掲記しております。 

 一般管理費における「租税公課」について 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「事業所税」

（当事業年度12百万円）につきましては、実態を勘案

し、当事業年度より、「租税公課」に含めて掲記するこ

とといたしました。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．授権株式数   普通株式 19,838,000株 

発行済株式総数 普通株式 9,838,000株 

１．授権株式数   普通株式 19,838,000株 

発行済株式総数 普通株式 9,838,000株 

２．自己株式数   普通株式 3,223株 ２．自己株式数   普通株式 8,239株 

３．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は4,827百万円で

あります。 

３．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は7,950百万円で

あります。 

４．担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

４．担保資産および担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

投資有価証券 5,296百万円 投資有価証券 6,885百万円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

信用取引借入金 5,142百万円 信用取引借入金 9,720百万円

上記のほか、先物取引証拠金の代用として又は資金

決済担保等として、投資有価証券1,066百万円を取引

所等に差し入れております。 

上記のほか、先物取引証拠金の代用として又は資金

決済担保等として、投資有価証券979百万円を取引所

等に差し入れております。 

５．（1）差し入れている有価証券等の時価額は以下のと 

おりであります。 

５．（1）差し入れている有価証券等の時価額は以下のと 

おりであります。 

信用取引貸証券 56百万円

信用取引借入金の本担保証券 603百万円

差入保証金代用有価証券 6,299百万円

差入証拠金代用有価証券 63百万円

信用取引貸証券 41百万円

信用取引借入金の本担保証券 1,340百万円

差入保証金代用有価証券 7,723百万円

差入証拠金代用有価証券 140百万円

（2）差し入れを受けている有価証券等の時価額は以

下のとおりであります。 

（2）差し入れを受けている有価証券等の時価額は以

下のとおりであります。 

信用取引貸付金の本担保証券 603百万円

信用取引借証券 56百万円

受入保証金代用有価証券 2,605百万円

信用取引貸付金の本担保証券 1,340百万円

信用取引借証券 41百万円

受入保証金代用有価証券 6,250百万円

６．特別法上の準備金 ６．特別法上の準備金 

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は以

下のとおりであります。 

同左 

証券取引責任準備金  証券取引法第51条   

    



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．        ────── １．固定資産の売却益 

  

  

土地および建物        6百万円

２．固定資産の除却損 ２．固定資産の除却損 

器具および備品 0百万円

ソフトウェア 344百万円

器具および備品 38百万円

ソフトウェア －百万円

３．        ────── ３．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

  

 当社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フ

ローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最

小単位に拠って資産のグルーピングを行いました。 

 次期総合証券システム「ＮＥＯ－ＤＩＮＥＳ」の開発

が本格化し、来期を目処に稼動予定であるため、計算情

報処理業務を営業する上記システム部における資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（5,854百万円）として特別損失に計上しまし

た。 

 その内訳はソフトウェア5,252百万円、リース資産245

百万円、器具および備品215百万円、建物75百万円および

その他64百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローを５％で割り

引いて算定しております。 

場所 用途 種類 その他 

本店システ
ム部におけ
る「ＤＩＮ
ＥＳ」シス
テム 
（東京都江
東区） 

計算情報

処理  

ソフトウ

ェア・リ

ース資産

等 

― 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額および期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

器具および備
品 

2,257 1,407 849

ソフトウェア 105 12 92

合計 2,362 1,419 942

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具およ
び備品 

1,582 982 245 354

ソフトウ
ェア 

55 10 － 44

合計 1,638 993 245 398

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 347百万円 

１年超 608百万円 

計 955百万円 

１年内 224百万円 

１年超 329百万円 

計 553百万円 

 リース資産減損勘定の残高 145百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 

支払リース料 502百万円 

減価償却費相当額 471百万円 

支払利息相当額 19百万円 

支払リース料 415百万円 

リース資産減損勘定の取崩額 99百万円 

減価償却費相当額 400百万円 

支払利息相当額 18百万円 

減損損失 245百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 



（有価証券関係） 

 前事業年度および当事業年度における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額および期末

残高 

────── 

  

  
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

器具および備
品 

156 151 5

 

２．未経過リース料期末残高相当額   

１年内 5百万円 

１年超 0百万円 

計 5百万円 

 

３．受取リース料、減価償却費および受取利息相当額   

受取リース料 42百万円 

減価償却費 39百万円 

受取利息相当額 1百万円 

 

４．利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法については、利息法

によっております。 

  

  



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産   

退職給付引当金 463百万円 

役員退職慰労引当金 91百万円 

賞与引当金 85百万円 

繰越欠損金 1,304百万円 

その他 228百万円 

繰延税金資産小計 2,174百万円 

評価性引当額 △1,304百万円 

繰延税金資産合計 869百万円 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △3,311百万円 

繰延税金負債合計 △3,311百万円 

繰延税金負債の純額 △2,442百万円 

 （注） 当期における繰延税金負債の純額は、貸借

対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 111百万円 

固定負債－繰延税金負債 △2,553百万円 

繰延税金資産   

────── 

    

    

    

    

    

    

    

     

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △5,454百万円 

繰延税金負債合計 △5,454百万円 

繰延税金負債の純額 △5,454百万円 

  

    

    



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 2,471.75 

１株当たり当期純損失金額（円） 183.46 

１株当たり純資産額（円） 2,413.69 

１株当たり当期純損失金額（円） 366.55 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失        （百万円） 1,804 3,604 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失 （百万円） 1,804 3,604 

普通株式の期中平均株式数 （株） 9,835,403 9,832,600 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)「証券共同事務センター」創設に関する事業提携につ

いて 

 当社は、当社を取巻く環境の変化や証券会社のアウト

ソーシングニーズの高度化に対応すべく、これまでの現

物株券等のハンドリングをベースとする証券会社・銀行

等金融機関の『共同金庫』から、証券事務全般を総合的

に担う『共同事務センター』への衣替えを図ってまいり

ましたが、平成17年５月27日開催の取締役会において、

東洋証券株式会社および水戸証券株式会社との三社で、

広く証券業界の共通プラットフォームとして、証券業務

に関するシステムサービスと関連事務サービスとを一体

の形で提供する「証券共同事務センター」を創設する事

業提携について決議し、三社間で覚書を締結いたしまし

た。 

(2)当社グループの業務の再編および子会社の商号変更に

ついて 

 当社は、「証券共同事務センター」創設にあたり、こ

の運営主体である当社および当社子会社「総合ビジネス

株式会社」（以下、当社グループ）に関し、当社グルー

プとして、経営資源の有効活用かつ合理的体制を確立す

るため、当社グループの業務を再編するとともに、事業

分野を明確にするため子会社の商号変更を行うこととい

たしました。 

①総合ビジネス株式会社の商号変更等について 

 平成17年５月27日付で、商号を「日本証券共同事務セ

ンター株式会社」に変更いたしました。 

②当社グループの業務の再編について 

 証券業界共通で利用可能な証券総合システムの提供お

よび標準的事務サービスの提供を確立するため、当社の

証券事務管理部門の機能の一部を「日本証券共同事務セ

ンター株式会社」に集中させ、当社グループの業務の再

編を行うことといたしました。 

（日本電子計算株式会社との共同持株会社設立による経

営統合について） 

当社は、平成18年５月16日開催の取締役会において、

株式移転をなすべき時期を平成18年10月１日として、日

本電子計算株式会社と共同持株会社「株式会社JBISホー

ルディングス」を設立することを決議し、同日、「株式

移転計画書」に調印いたしました。なお、この共同持株

会社設立に関しましては、平成18年６月23日開催の当社

第62回定時株主総会において承認されております。 

(1)経営統合の目的 

当社および日本電子計算株式会社は、金融・証券およ

び公共・産業・文教といった各分野のビジネスモデルの

変革に機動的に対応できる強力な企業グループを形成す

るため共同持株会社を設立し、総合情報サービスと総合

事務サービスの機能を統合することといたしました。今

後は、両社が持つ経営資源を効果的に集約し、時代の要

請に機動的かつ弾力的に対応できる強い企業体質を築

き、ITと事務の分野で培った深い業務知識、お互いの持

つ強みを活かし、統合によるシナジー効果を最大限に発

揮し、お客様が最高水準のソリューション・サービスを

ご享受いただけるよう、ソリューションプロバイダー企

業として発展するべく努力してまいります。 

(2)株式移転の方法 

当社が、日本電子計算株式会社と共同して会社法第772

条に定める株式移転により、完全親会社「株式会社ＪＢ

ＩＳホールディングス」を設立し、その完全子会社とな

ります。 

(3)株式移転の内容 

①設立する完全親会社が株式移転に際して発行する株

式の種類および数 

「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」が本株式移

転に際して発行する株式の種類は普通株式とし、その

数は32,789,400株といたします。ただし、株式移転を

なすべき時期の前日までに当社および日本電子計算株

式会社が自己株式の消却を行った場合は、当該株式数

は減少し、株式移転をなすべき時期の前日までに日本

電子計算株式会社の新株予約権が行使された場合は、

それに応じて当該株式数も増加するものといたしま

す。 

②設立する完全親会社の資本金および準備金の額 

(a)資本金の額：30億円 

(b)準備金の額：30億円  

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③当社および日本電子計算株式会社の株主等に対する株式

の割当て 

「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」は、株式移転に

際して、株式移転をなすべき時期の前日の最終の株主名簿

（実質株主名簿を含む。以下同じ。）に記載又は記録され

た当社および日本電子計算株式会社の株主（実質株主を含

む。以下同じ。）に対し、それぞれ次の比率で「株式会社

ＪＢＩＳホールディングス」の株式を割当てます。  

(a)当社の株主 

当社の普通株式１株に対し、「株式会社ＪＢＩＳホー

ルディングス」の普通株式1.3株 

(b)日本電子計算株式会社の株主 

日本電子計算株式会社の普通株式１株に対し、「株式

会社ＪＢＩＳホールディングス」の普通株式1.0株 

④日本電子計算株式会社の新株予約権の取扱い 

日本電子計算株式会社が平成16年６月18日付定時株主総

会決議に基づき発行した新株予約権は、株式移転期日をも

って消滅し、当該新株予約権の予約権者に対してこれに代

わる持株会社の新株予約権を交付するものといたします。 

消滅する新株予約権と新たに交付される新株予約権の内

容は以下のとおりといたします。 

 (a)新株予約権の内容 

  消滅する新株予約権 交付する新株予約権 

 新株予約権の

数（個） 
 1,122  1,122(注１) 

 新株予約権の

目的となる株

式の種類 

 日本電子計算株式会

社の普通株式 
 持株会社の普通株式 

 新株予約権１

個あたりの目

的となる株式

の数（株） 

 100株  100株 

 新株予約権の

行使時の払込

金額（円） 

 843円  843円 

 新株予約権の

行使期間 

 自 平成18年６月19日

 至 平成21年６月17日

 自 株式移転期日 

 至 平成21年６月17日

 新株予約権の

行使の条件 
 （注２）  （注２） 

 新株予約権の

譲渡に関する

事項 

 新株予約権を譲渡す

るには、当社の取締役

会の承認を要する。 

 新株予約権を譲渡す

るには、持株会社の取

締役会の承認を要す

る。 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （注１）消滅する新株予約権の行使状況により変更され

るものとする。  

（注２） 

 1.各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 2.新株予約権の割当てを受けたものは、権利行使時

においても日本電子計算株式会社および日本電子計算

株式会社子会社の取締役および監査役ならびに従業員

の地位にあることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由による場合はこの限

りでない。 

 3.新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は

認めない。 

 4.新株予約権者に法令、定款もしくは社内規則に違

反する重大な行為があった場合、日本電子計算株式会

社と競合関係にある会社の取締役ならびに使用人とな

った場合等には権利行使はできない。 

 5.その他の条件は、日本電子計算株式会社の取締役

会の決議に基づき定める。 

 (b)新株予約権の新株予約権者に対する持株会社の新

株予約権の割当に関する事項 

新株予約権の新株予約権者に対して，新株予約権

１個に対し持株会社の新株予約権１個の割合によ

り，持株会社の新株予約権を割り当てることといた

します。 

⑤株式移転をなすべき時期 

株式移転をなすべき時期は平成18年10月１日とし、

「株式会社ＪＢＩＳホールディングス」の設立登記

は、平成18年10月２日に行う予定であります。ただ

し、株式移転の手続き上の必要性その他の事由により

必要な場合には、当社および日本電子計算株式会社で

協議のうえ、これを変更することができるものといた

します。 

⑥株式移転の日までになす利益配当の限度額 

当社および日本電子計算株式会社は、平成18年３月

31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたそれぞれ

の株主又は登録質権者に対し、それぞれ次の金額を限

度として、金銭による剰余金の配当を行うことができ

るものといたします。 

 (a)当社の株主および登録質権者 

当社の普通株式１株につき、10円 総額

98,297,610円 

 (b)日本電子計算株式会社の株主および登録質権者 

日本電子計算株式会社の普通株式１株につき、７

円 総額139,147,008円 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4)統合新会社（持株会社）の概要 

①商号 株式会社JBISホールディングス（英文名 

JBIS Holdings,Inc.） 

②本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目8番1号 

③資本金 30億円 

(5)日本電子計算㈱の概要 

①商号 日本電子計算株式会社 

②本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町一丁目8番1号 

③設立年月日 昭和37年12月3日 

④事業内容 情報サービス事業、インターネット事業、

ソフトウェア事業、システム販売事業 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

東洋証券㈱ 6,860,000 5,981 

水戸証券㈱ 5,560,236 5,804 

新光証券㈱ 1,385,284 904 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 500,000 860 

㈱りそなホールディングス 1,245 504 

興銀リース㈱ 133,000 413 

㈱フジミインコーポレーテッド 133,100 368 

㈱大阪証券取引所 200 292 

㈱福島銀行  820,000 192 

ローヤル電機㈱ 58,080 191 

岡三ホールディングス㈱ 133,013 179 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
94.08 169 

㈱京葉銀行 207,000 168 

ブルドックソース㈱ 113,000 149 

㈱シーエーシー 100,000 139 

日本電子計算㈱  187,500 139 

のぞみ証券㈱ 703,000 129 

㈱仙台銀行 40,000 115 

丸和証券㈱ 230,000 99 

㈱大東銀行 375,200 99 

ヱスビー食品㈱ 100,000 99 

㈱東和銀行 300,000 96 

㈱大和証券グループ本社 50,000 78 

そしあす証券㈱ 152,000 72 

㈱みずほフィナンシャルグループ 74.21 71 

㈱北日本銀行 10,525 69 

兼松エレクトロニクス㈱ 77,000 67 

㈱沖縄銀行 12,000 66 

戸田工業㈱ 100,000 51 

㈱東日本銀行 75,187 47 

山洋電気㈱ 43,923 46 

天龍製鋸㈱ 13,993 44 

 



銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

ディー・ブレイン証券㈱  900 43 

東海東京証券㈱ 45,540 38 

㈱小林洋行 20,000 36 

みずほインベスターズ証券㈱ 71,897 28 

㈱エスケーアイ 147 23 

㈱西日本シティ銀行 35,310 22 

ゼネラルパッカー㈱ 28,000 18 

不二ラテックス㈱ 53,010.192 18 

金十証券㈱ 300,000 15 

㈱コンピー 100 15 

日本アンテナ㈱  14,300 14 

㈱関東つくば銀行 10,000 13 

㈱阿波銀行 16,669 12 

共栄タンカー㈱ 30,000 12 

コスモ証券㈱ 36,925 11 

アンドール㈱ 50,000 11 

暁飯島工業㈱ 50,000 10 

日本証券テクノロジー㈱ 4,588 10 

リテラ・クレア証券㈱ 13,417 7 

日本ビジネスコンピューター㈱ 6,100 7 

大石産業㈱ 10,000 6 

中部証券金融㈱ 13,000 6 

内藤証券㈱ 120,000 6 

ユニ・チャーム㈱ 1,000 5 

日本協栄証券㈱ 35,200 5 

ジェット証券㈱ 25 5 

株式（21銘柄） 33,692 34 

計 19,474,474.482 18,157 



【債券】 

【その他】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

満期保有

目的債券 

福島銀行第1回期限前償還条項付無担

保社債 
100 100 

小計 100 100 

計 100 100 

銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

マネー・マネジメント・ファンド 303,028,634 303 

小計 303,028,634 303 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

証券投資信託受益証券（３銘柄） 41,004,600 99 

その他 5 36 

小計 41,004,605 135 

計 344,033,239 438 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）1. 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

2. ソフトウェアの主な増加要因は、口座管理業務におけるシステム構築によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 122 1 
100 

(75)
23 13 1 9 

器具および備品 1,294 69 
550 

(215)
813 636 46 176 

土地 105 － 2 102 － － 102 

有形固定資産計 1,522 70 
653 

(291)
939 650 47 289 

無形固定資産               

ソフトウェア 11,829 728 
10,475 

(5,252)
2,083 732 339 1,351 

ソフトウェア仮勘定 － 39 － 39 － － 39 

電話加入権               

電話加入権 17 － 
2 

(2)
15 － － 15 

電話専用施設利用権 11 － 
2 

(2)
9 7 0 1 

無形固定資産計 11,858 768 
10,479 

(5,256)
2,147 739 339 1,408 

長期前払費用 119 54 
84 

(1)
89 43 15 46 

繰延資産               

──── － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．期末日現在における自己株式数は8,239株であります。 

２．別途積立金における当期減少額は、前期の利益処分による取崩であります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金   （百万円） 500 － － 500 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (9,838,000) － － (9,838,000) 

普通株式 （百万円） 500 － － 500 

計 （株） (9,838,000) － － (9,838,000) 

計 （百万円） 500 － － 500 

資本準備金お

よびその他資

本剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 1 － － 1 

計 （百万円） 1 － － 1 

利益準備金お

よび任意積立

金 

（利益準備金） （百万円） 127 － － 127 

（任意積立金）           

証券取扱損失積立金 （百万円） 1,664 － － 1,664 

別途積立金（注）２ （百万円） 18,794 － 1,800 16,994 

計 （百万円） 20,586 － 1,800 18,786 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 15 35 2 13 35 

賞与引当金 211 151 211 － 151 

役員退職慰労引当金 226 40 56 － 210 

証券取引責任準備金 1 5 － － 7 



(2）【主な資産および負債の内容】 

① 流動資産 

１．現金および預金 

２．信用取引資産 

（注１） 顧客の信用取引に係る有価証券の買付代金相当額であります。 

（注２） 貸借取引により証券金融会社等に差し入れている借証券担保金であります。 

３．営業未収金 

区分 金額（百万円） 

現金 9 

預金の種類   

当座預金 1,073 

普通預金 88 

通知預金 120 

定期預金 3,960 

小計 5,241 

計 5,250 

科目 金額（百万円） 

信用取引貸付金（注１） 9,864 

信用取引借証券担保金（注２） 146 

計 10,010 

科目 相手先 金額（百万円） 

名義書換代理人手数料他 代理人受託会社 295 

名義書換手数料他 証券会社・一般会社および一般顧客 474 

精査事務手数料他 信託銀行他 71 

証券受渡手数料他 証券会社および一般会社 95 

保管手数料他 銀行・証券会社および一般会社 210 

清算事務手数料他 証券会社他 63 

計算情報処理手数料他 証券会社他 66 

その他の受取手数料他 銀行・証券会社および一般会社 54 

計 ────── 1,330 



営業未収金の発生および回収並びに滞留状況 

 （注） 記載金額には消費税等を含んでおります。 

② 固定資産 

関係会社株式の明細 

③ 流動負債 

 信用取引負債 

（注１） 証券金融会社等からの貸借取引に係る借入金であります。 

（注２） 顧客の信用取引に係る有価証券の売付代金相当額であります。 

④ 固定負債 

繰延税金負債 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

前期繰越高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

次期繰越高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,528 10,306 10,504 1,330 88.8 50 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

日本証券金融㈱ 1,460,625 2,284 

日本証券共同事務センター㈱ 50,000 460 

日本ＴＡソリューション㈱ 16,000 800 

新潟証券㈱ 860,000 838 

計 2,386,625 4,383 

区分 金額（百万円） 

信用取引借入金（注１） 9,720 

信用取引貸証券受入金（注２） 155 

計 9,876 

区    分 金 額(百万円) 備      考 

繰延税金負債 5,454 詳細は税効果会計関係に記載しております。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 単元未満株式の買取手数料は、以下に定める１単元当たりの売買委託手数料額を買取った単元未満株式数で按

分した額とする。 

（円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる） 

ただし、約定代金の1.150％の金額が2,500円に満たない場合は、2,500円とする。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券お

よび100株未満の株数を表示する株券 

中間配当基準日 該当ありません 

１単元の株式数 500株 

株式の名義書換え   

取扱場所 当社本店総務部庶務課 

株主名簿管理人 ありません 

取次所 当社の支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 当社本店総務部庶務課 

株主名簿管理人 ありません 

取次所 当社の支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額（注） 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 ありません 

100万円以下の金額につき 1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書およびその添付書類 

  事業年度（第61期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提

出。 

(2)半期報告書 

 （第62期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月19日関東財務局長に提出。 

(3)半期報告書の訂正報告書 

  平成18年５月19日関東財務局長に提出。 

 （第62期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

日本証券代行株式会社       

  取締役会 御中   

  平成１７年６月２３日   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高岡  勲   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 宏暢   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 村本 泰雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本証券代行株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本証券代行株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

日本証券代行株式会社       

  取締役会 御中   

  平成１８年６月２３日   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高岡  勲   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 宏暢   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 村本 泰雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本証券代行株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

本証券代行株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 また、重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年５月16日開催の取締役会において日本電子計算株式会社と株

式移転により完全親会社となる共同持株会社を設立することを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

日本証券代行株式会社       

  取締役会 御中   

  平成１７年６月２３日   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高岡  勲   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 宏暢   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 村本 泰雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本証券代行株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第６１期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本証

券代行株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

日本証券代行株式会社       

  取締役会 御中   

  平成１８年６月２３日   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 高岡  勲   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 酒井 宏暢   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 村本 泰雄   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

本証券代行株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６２期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本証

券代行株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

 重要な会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 また、重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年５月16日開催の取締役会において、日本電子計算株式会社と

株式移転により完全親会社となる共同持株会社を設立することを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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